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◇職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例

１ 改正の理由

時間外勤務代休時間の創設に伴い、所要の改正を行うものです。

２ 改正の内容

給与を受けながら、職員団体のためその業務を行い、又は活動することができる場合又は期間

に時間外勤務代休時間を加えることとします。

３ 施行期日

平成２２年４月１日

◇大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

１ 改正の理由

雇用保険法等の一部を改正する法律の公布に伴い、規定の整備を行うものです。

２ 改正の内容

短期雇用特例被保険者から、「短期の雇用（同一の事業主に引き続き被保険者として雇用され

る期間が一年未満である雇用をいう。）に就くことを常態とする者」が除外されることに伴い、

所要の改正を行います。

３ 施行期日

平成２２年４月１日

◇大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例

１ 改正の理由

地方税法等の一部を改正する法律の公布に伴い、規定の整備を行うものです。

２ 改正の内容

（１） 法人市民税について、法人税法の一部改正により引用する条項にズレが生じたため、

規定の整備を行います。（第４０条第６項関係）

（２） 農業協同組合等の現物出資により設立される株式会社又は合同会社が当該現物出資に

伴い取得する土地に係る特別土地保有税の非課税措置が廃止されることに伴い、規定の整備

を行います。（附則第１５条、附則第１５条の２関係）

（３） 都市計画税に係る課税標準の特例措置の拡充及び廃止に伴い、規定の整備を行います。

（附則第２８条関係）

３ 施行期日

平成２２年４月１日

◇大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

１ 改正の理由

地方税法等の一部を改正する法律、地方税法施行令及び国税収納金整理資金に関する法律施行

令の一部を改正する政令の公布に伴い、規定の整備を行うものです。

２ 改正の内容

（１） 特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例措置の新設（第２１条の２、

第２２条の２関係）

国民健康保険の被保険者が、倒産や解雇等の理由により離職した雇用保険の受給資格者で

ある場合において、離職の日の翌日の属する年度の翌年度末までの間、前年の給与所得をそ

の金額の３０／１００に相当する金額として国民健康保険税の額を計算することとします。

（２） その他（第２１条、附則第２項、附則第２項、附則第１３項、附則第１４項関係）

３ 施行期日

平成２２年４月１日

公布された条例のあらまし



平成２２年５月１０日（月） 大 和 高 田 市 公 報 第２５６号

5

条例第１２号

職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例

職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例（昭和４１年条例第１１号）の一部を次の

ように改正する。

第２条中「平成７年条例第５号）」を「平成７年条例第５号。以下「勤務時間等条例」という。）

第８条の４に規定する時間外勤務代休時間、」に改め、「並びに第１２条に規定する年次有給休暇

並びに休職の期間」を削り、同条に次の１号を加える。

（３） 勤務時間等条例第１２条に規定する年次有給休暇及び休職の期間

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

条例第１３号

大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

大和高田市職員の退職手当に関する条例（昭和３３年条例第１４号）の一部を次のように改正する。

第１１条第７項及び第８項中「第３８条第１項各号のいずれか」を「第３８条第１項に規定する短

期雇用特例被保険者」に改め、同条第１１項第４号中「第５６条の２第３項」を「第５６条の３第３

項」に改め、同条第１４項第１号中「第５６条の２第１項第１号イ」を「第５６条の３第１項第１号

イ」に改め、同項第２号中「第５６条の２第１項第１号ロ」を「第５６条の３第１項第１号ロ」に改

める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に大和高田市職員の退職手当に関する条例第２

条に規定する職員であった者であって、退職の日が施行日前であるもの及び施行日の前日において

職員であって、施行日以後引き続き職員であるものに対する改正後の同条例第１１条第７項及び第

８項の規定の適用については、なお従前の例による。

◇大和高田市防災会議条例の一部を改正する条例

１ 改正の理由

本市の会計管理者が部長級から次長級とされたことに伴い、規定の整備を行うものです。

２ 改正の内容

防災会議を構成する委員のうち市職員は部長級の職員をもって充てることから、次長級となっ

た会計管理者を構成委員から外すものです。

３ 施行期日

平成２２年４月１日

条 例
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条例第１４号

大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例

大和高田市税賦課徴収条例（昭和２６年条例第１１号）の一部を次のように改正する。

第４０条第６項中「第２条第１２号の７の５」を「第２条第１２号の７の７」に改める。

附則第１５条を削り、附則第１５条の２を附則第１５条とし、附則第１５条の３を附則第１５条の

２とする。

附則第２８条中「第１５条第２項、第１３項、第２８項、第２９項、第３３項、第３６項、第３７

項、第３９項、第４０項、第４２項から第４５項まで、第４７項、第４９項から第５５項まで若しく

は第５７項」を「第１５条第１項、第９項、第２３項、第２６項、第３０項、第３１項、第３３項か

ら第３６項まで、第３８項、第４０項、第４１項、第４３項若しくは第４６項」に改め、「「又は」」

を「「又は第３１項から第３３項まで」」に改める。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

（市民税に関する経過措置）

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の大和高田市税賦課徴収条例（以下「新

条例」という。）の規定中法人の市民税に関する部分は、この条例の施行の日（以下「施行日」と

いう。）以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び施行日以後に開始する連結事業年度分の法

人の市民税について適用し、施行日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び施行日前に開始し

た連結事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。

（都市計画税に関する経過措置）

第３条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、平成２２年度以後の年度分の都市計画税につい

て適用し、平成２１年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。

条例第１５号

大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

大和高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第２０号）の一部を次のように改正する。

第２１条第１号中「第７０３条の５第１項」を「第７０３条の５」に、「法第３１４条の２第２項に

規定する金額」を「３３万円」に改め、同条第２号中「第７０３条の５第１項」を「第７０３条の５」

に、「法第３１４条の２第２項に規定する金額」を「３３万円」に改め、「特定同一世帯所属者」の次

に「（当該納税義務者を除く。）」を加え、同条第３号中「第７０３条の５第１項」を「第７０３条

の５」に、「法第３１４条の２第２項に規定する金額」を「３３万円」に改める。

第２１条の次に次の１条を加える。

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特例）

第２１条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保

険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保険者等（法第７０３条の５の２第２項に規定する

特例対象被保険者等をいう。第２２条の２において同じ。）である場合における第３条及び前条の

規定の適用については、第３条第１項中「規定する総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額

（第２１条の２に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合にお
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いては、当該給与所得については、所得税法第２８条第２項の規定によって計算した金額の１００

分の３０に相当する金額によるものとする。次項において同じ。）」と、「同条第２項」とあるの

は「法第３１４条の２第２項」と、前条第１号中「総所得金額」とあるのは「総所得金額（次条に

規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合においては、当該給与所

得については、所得税法第２８条第２項の規定によって計算した金額の１００分の３０に相当する

金額によるものとする。次号及び第３号において同じ。）」とする。

第２２条の次に次の１条を加える。

（特例対象被保険者等に係る申告）

第２２条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保

険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保険者等である場合には、当該納税義務者は、離職

理由その他の事項で市長が必要と認める事項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。

２ 前項の申告書を提出する場合には、当該納税義務者は、雇用保険受給資格者証（雇用保険法施行

規則（昭和５０年労働省令第３号）第１７条の２第１項第１号に規定するものをいう。）その他の

特例対象被保険者等であることの事実を証明する書類を提示しなければならない。

附則第２項中「第７０３条の５第１項」を「第７０３条の５」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

（適用区分）

２ 改正後の大和高田市国民健康保険税条例の規定は、平成２２年度以後の年度分の国民健康保険税

について適用し、平成２１年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。

条例第１６号

大和高田市防災会議条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市防災会議条例の一部を改正する条例

大和高田市防災会議条例（昭和３８年条例第１６号）の一部を次のように改正する。

第３条第５項第９号中「、会計管理者」を削る。

附 則

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

規則第３７号

児童福祉法に基づく助産施設及び母子生活支援施設の入所措置費用の徴収に関する規則等の一部を

改正する規則を次のように定める。

平成２１年１２月２８日

大和高田市長 吉 田 誠 克

児童福祉法に基づく助産施設及び母子生活支援施設の入所措置費用の徴収に関する規則等の一

部を改正する規則

（児童福祉法に基づく助産施設及び母子生活支援施設の入所措置費用の徴収に関する規則の一部改

正）

第１条 児童福祉法に基づく助産施設及び母子生活支援施設の入所措置費用の徴収に関する規則（昭

和６３年規則第７号）の一部を次のように改正する。

規 則
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別表備考１中「第３１４条の７」の次に「、第３１４条の８」を加え、同表備考２（１）中「所

得税法」の次に「第７８条第１項、第２項第１号、第２号（地方税法第３１４条の７第１項第２号

に規定する寄附金に限る。）及び第３号（地方税法第３１４条の７第１項第２号に規定する寄附金

に限る。）、」を加え、同表備考２（２）中「第４１条の２」の次に「、第４１条の３の２第４項

及び第５項」を加え、「及び第４１条の１９の３第１項」を「並びに第４１条の１９の５」に改め、

同表備考４（１）中「額（」の次に「医学的管理の下における出産について、特定出産事故に係る

事故が発生した場合において、出生者の養育に係る経済的負担の軽減を図るための補償金の支払に

要する費用の支出に備えるための保険契約（出生者等に対し、総額３，０００万円以上の補償金を

支払う契約）が締結されており、かつ、特定出産事故に関する情報の収集、整理、分析及び提供の

適正かつ確実な実施のための措置を講じている場合に、その保険料相当額として支払われる額を除

く。」を加え、「３５０，０００円」を「３９０，０００円」に改める。

（老人福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則の一部改正）

第２条 老人福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則（昭和５５年規則第１０号）の一部を次の

ように改正する。

別表第２備考１中「第３１４条の７」の次に「、第３１４条の８」を加え、同表備考２（１）中

「所得税法」の次に「第７８条第１項、第２項第１号、第２号（地方税法第３１４条の７第１項第

２号に規定する寄附金に限る。）及び第３号（地方税法第３１４条の７第１項第２号に規定する寄

附金に限る。）、」を加え、同表備考２（２）中「第４１条の２」の次に「、第４１条の３の２第

４項及び第５項」を加え、「及び第４１条の１９の３第１項」を「並びに第４１条の１９の５」に

改める。

（身体障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則の一部改正）

第３条 身体障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則（昭和６３年規則第３号）の一部を

次のように改正する。

別表の（２） 身体障害者の扶養義務者に係る徴収金の項備考２中「第３１４条の７」の次に「、

第３１４条の８」を加え、同項備考３中「所得税法」の次に「第７８条第１項、第２項第１号、第

２号（地方税法第３１４条の７第１項第２号に規定する寄附金に限る。）及び第３号（地方税法第

３１４条の７第１項第２号に規定する寄附金に限る。）、」を加え、「第４１条の２」の次に「、

第４１条の３の２第４項及び第５項」を加え、「及び第４１条の１９の３第１項」を「並びに第４

１条の１９の５」に改める。

（知的障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則の一部改正）

第４条 知的障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則（昭和６３年規則第６号）の一部を

次のように改正する。

別表の（２） 知的障害者の扶養義務者に係る徴収金の項備考２中「第３１４条の７」の次に「、

第３１４条の８」を加え、同項備考３中「所得税法」の次に「第７８条第１項、第２項第１号、第

２号（地方税法第３１４条の７第１項第２号に規定する寄附金に限る。）及び第３号（地方税法第

３１４条の７第１項第２号に規定する寄附金に限る。）、」を加え、「第４１条の２」の次に「、

第４１条の３の２第４項及び第５項」を加え、「及び第４１条の１９の３第１項」を「並びに第４

１条の１９の５」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

規則第５号

職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月１７日

大和高田市長 吉 田 誠 克
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職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則

職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年規則第６号）の一部を次のように改正する。

目次中「時間外勤務」の次に「並びに時間外勤務代休時間」を加え、「第９条の５」を「第９条の６」

に改める。

「第３章 宿日直勤務及び時間外勤務」を「第３章 宿日直勤務及び時間外勤務並びに時間外勤務

代休時間」に改める。

第３章中第９条の５の次に次の１条を加える。

（時間外勤務代休時間の指定）

第９条の６ 条例第８条の４第１項の市長が規則で定める期間は、一般職の職員の給与に関する条例

（昭和３２年条例第６３号。以下「給与条例」という。）第１０条第４項に規定する６０時間を超

えて勤務した全時間に係る月（次項において「６０時間超過月」という。）の末日の翌日から同日

を起算日とする２月後の日までの期間とする。

２ 任命権者は、条例第８条の４第１項の規定に基づき時間外勤務代休時間（同項に規定する時間外

勤務代休時間をいう。以下同じ。）を指定する場合には、前項に規定する期間内にある勤務日等（休

日及び代休日（条例第１０条第１項に規定する代休日をいう。以下同じ。）を除く。第４項におい

て同じ。）に割り振られた勤務時間のうち、時間外勤務代休時間の指定に代えようとする時間外勤

務手当の支給に係る６０時間超過月における給与条例第１０条第４項の規定の適用を受ける時間

（以下この項及び第６項において「６０時間超過時間」という。）の次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める時間数の時間を指定するものとする。

（１） 給与条例第１０条第１項第１号に掲げる勤務に係る時間（次号に掲げる時間を除く。） 当

該時間に該当する６０時間超過時間の時間数に１００分の２５を乗じて得た時間数

（２） 給与条例第１０条第１項又は第３項に規定する７時間４５分に達するまでの間の勤務に係

る時間 当該時間に該当する６０時間超過時間の時間数に１００分の５０を乗じて得た時間数

（３） 給与条例第１０条第１項第２号に掲げる勤務に係る時間 当該時間に該当する６０時間超

過時間の時間数に１００分の１５を乗じて得た時間数

３ 前項の場合において、その指定は、４時間又は７時間４５分（年次休暇の時間に連続して時間外

勤務代休時間を指定する場合にあっては、当該年次休暇の時間の時間数と当該時間外勤務代休時間

の時間数を合計した時間数が４時間又は７時間４５分となる時間）を単位として行うものとする。

４ 任命権者は、条例第８条の４第１項の規定に基づき１回の勤務に割り振られた勤務時間の一部に

ついて時間外勤務代休時間を指定する場合には、第１項に規定する期間内にある勤務日等の始業の

時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続する勤務時間について行わなければならない。ただし、

任命権者が、業務の運営並びに職員の健康及び福祉を考慮して必要があると認める場合は、この限

りでない。

５ 任命権者は、職員があらかじめ時間外勤務代休時間の指定を希望しない旨申し出た場合には、時

間外勤務代休時間を指定しないものとする。

６ 任命権者は、条例第８条の４第１項に規定する措置が６０時間超過時間の勤務をした職員の健康

及び福祉の確保に特に配慮したものであることにかんがみ、前項に規定する場合を除き、当該職員

に対して時間外勤務代休時間を指定するよう努めるものとする。

７ 時間外勤務代休時間の指定の手続に関し必要な事項は、市長が定める。

第１０条第１項中「（同項に規定する代休日をいう。以下同じ。）」を削り、「（休日」を「（条

例第８条の４第１項の規定により時間外勤務代休時間が指定された勤務日等及び休日」に改める。

第２７条中「及び」を「、第９条の６第１項及び第３項並びに」に改め、「振替等」の次に「、時

間外勤務代休時間の指定」を加える。

別表第２中「週休日」の次に「、条例第８条の４第１項の規定により割り振られた勤務時間の全部

について時間外勤務代休時間が指定された勤務日等」を加える。
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附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

規則第６号

大和高田市消防賞じゅつ金等審査会規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月２６日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市消防賞じゅつ金等審査会規則等の一部を改正する規則

（大和高田市消防賞じゅつ金等審査会規則の一部改正）

第１条 大和高田市消防賞じゅつ金等審査会規則（昭和５１年規則第２３号）の一部を次のように改

正する。

第２条中「をもって組織し、市長がこれを委員に委嘱し、又は任命」を「のうちから市長が委嘱

し、又は任命するものをもって組織」に改める。

（大和高田市緑化推進協議会規則の一部改正）

第２条 大和高田市緑化推進協議会規則（昭和５７年規則第８号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項中「２５名」を「２５名以内」に改める。

（大和高田市営住宅対策協議会規則の一部改正）

第３条 大和高田市営住宅対策協議会規則（平成８年規則第９号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項中「１０名」を「７名」に改める。

附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

規則第８号

大和高田市行政組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月２６日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市行政組織規則の一部を改正する規則

大和高田市行政組織規則（平成２０年規則第３号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項の表中

「

を

」

「

に、

」

「

を

」

「

人事課 人事係

人事課 人事グループ

財務部 財政課 財政係

財産管理課 文書管財係 車両・重機管理係

税務課 固定資産税グループ 市民税

グループ

収税課 徴収係 収納係

未収金徴収

対策室
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に、

」

「

を

」

「

に、

」

「

を

」

「

に、

」

「

を

」

「

に、

」

「

を

」

「

に、

」

「

を

」

「

に改める。

」

第３条第２項の表中

「

を

」

「

財務部 財政課 財政グループ

財産管理課 文書管財係

税務課 固定資産税グループ 市民税

グループ

収納対策室 収納対策グループ

人権施策課 推進グループ 男女共同参画推

進係

人権施策課 推進係 男女共同参画推進係

産業振興課 商工振興グループ 調査統計係

農業振興係 農地係

産業振興課 商工振興係 調査統計係 農業

振興係 農地係

児童福祉課 児童福祉係 子育て支援係

児童福祉課 児童福祉・次世代育成係

環境衛生課 環境衛生グループ

環境衛生課 環境衛生係

美化推進課 美化第１係 美化第２係

環境衛生課 美化第１係 美化第２係 美化

第３係

市民課 市民課連絡所
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に、

」

「

を

」

「

に改める。

」

第４条企画政策部の款人事課の項中「人事係」を「人事グループ」に改める。

第４条財務部の款財政課の項中「財政係」を「財政グループ」に改める。

第４条財務部の款財産管理課の項中

「 （１２） 課内の他の係の補助に関すること。

車両・重機管理係

（１） 公用車、重機等の整備及び管理に関すること。

（２） 公用車の運行管理に関すること。

（３） 課内の他の係の補助に関すること。 」を

「 （１２） 公用車、重機等の整備及び管理に関すること。

（１３） 公用車の運行管理に関すること。 」に改める。

第４条財務部の款収税課の項を削る。

第４条財務部の款未収金徴収対策室の項を次のように改める。

収納対策室

収納対策室が分掌する事務は、収納対策室設置規則（平成１４年規則第３５号）の定めるとこ

ろによる。

第４条市民部の款人権施策課の項中「推進グループ」を「推進係」に、「他のグループ」を「他の係」

に改める。

第４条市民部の款まちづくり振興室産業振興課の項中「商工振興グループ」を「商工振興係」に改

め、「及びグループ」を削る。

第４条福祉部の款児童福祉課の項中「児童福祉係」を「児童福祉・次世代育成係」に、

「 （８） 課内の他の係の補助に関すること。

子育て支援係

（１） 少子化対策に関すること。

（２） 子育て支援に関すること。

（３） 課内の他の係の補助に関すること。 」を

「 （８） 少子化対策に関すること。

（９） 子育て支援に関すること。 」に改める。

第４条環境建設部の款環境衛生課の項中「環境衛生グループ」を「環境衛生係」に、

「 （１０） 共同浴場に関すること。

（１１） し尿処理に関すること。

（１２） し尿くみ取り手数料に関すること。

（１３） 浄化槽清掃業の許可等に関すること。

（１４） 奈良県葛城地区清掃事務組合との連絡調整に関すること。」を

広報情報課 消費生活センター

市民課 市民課連絡所

児童福祉課 児童館 家庭児童相談室

保育課 保育所

児童福祉課 児童館 家庭児童相談室 つどいの広場

子育て支援センター

保育課 保育所 こども園
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「 （１０） し尿処理に関すること。

（１１） し尿くみ取り手数料に関すること。

（１２） 浄化槽清掃業の許可等に関すること。

（１３） 奈良県葛城地区清掃事務組合との連絡調整に関すること。」に改める。

第４条環境建設部の款クリーンセンター美化推進課の項に次のように加える。

美化第３係

（１） 一般廃棄物の収集及び運搬に関すること。

（２） 収集車両の配車及び管理に関すること。

（３） 粗大ゴミの収集に係る受付に関すること。

（４） 課内の他の係の補助に関すること。

第１８条各号を次のように改める。

（１） 消費生活センター 大和高田市消費生活センターの設置及び運営に関する規則（平成２２

年規則第１号）

（２） 市民課連絡所 大和高田市市民課連絡所設置規則（平成８年規則第１０号）

（３） 隣保館 大和高田市隣保館条例施行規則（昭和４３年規則第６号）及び大和高田市総合会

館規則（平成４年規則第６号）

（４） 青少年会館 大和高田市青少年会館設置条例施行規則（昭和５５年規則第５号）及び大和

高田市総合会館規則

（５） 勤労青少年ホーム 大和高田市勤労青少年ホーム条例（昭和５１年条例第２５号）

（６） 児童館 大和高田市立児童館設置条例施行規則（昭和４９年規則第３７号）

（７） 家庭児童相談室 大和高田市家庭児童相談室設置規則（平成１７年規則第４３号）

（８） つどいの広場 大和高田市地域子育て支援拠点事業実施要綱（平成２１年告示第４３号）

（９） 子育て支援センター 大和高田市地域子育て支援拠点事業実施要綱（平成２１年告示第４

３号）

（１０） 保育所 大和高田市保育所条例施行規則（平成１７年規則第１号）

（１１） こども園 大和高田市立こども園条例施行規則（平成２２年規則第 号）

（１２） 地域包括支援センター 大和高田市地域包括支援センター設置規則（平成１８年規則第

２０号）

（１３） 保健センター 大和高田市保健センター設置条例施行規則（平成３年規則第４号）

（１４） 天満診療所 大和高田市国民健康保険天満診療所条例施行規則（昭和４８年規則第２５

号）

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際、現に次の表の旧所属の欄に掲げる部課に属する職員は、特に辞令を用いて

発令されたものを除き、平成２２年４月１日をもって、新所属の欄に掲げる部室に属すべき職員と

して辞令を発せられたものとみなす。

旧所属 新所属

財務部 収税課 財務部 収納対策室

（大和高田市税等徴収緊急対策本部設置規則の一部改正）

３ 大和高田市税等徴収緊急対策本部設置規則（平成１４年規則第４４号）の一部を次のように改正

する。

第５条中「未収金徴収対策室」を「収納対策室」に改める。

（大和高田市公印規則の一部改正）
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４ 大和高田市公印規則（平成１６年規則第２５号）の一部を次のように改正する。

別表専用公印１０の項中「収税課長」を「収納対策室長」に改める。

規則第９号

大和高田市未収金徴収対策室設置規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月２６日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市未収金徴収対策室設置規則の一部を改正する規則

大和高田市未収金徴収対策室設置規則（平成１４年規則第３５号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

収納対策室設置規則

第１条中「市税及び税外収入の累積滞納の増大に伴い、大口滞納等で市長が指示する市税及び税外

収入（以下「市税等」という。）の徴収を更に」を「歳入の確保並びに市税及び税外収入（以下「市

税等」という。）の収納事務の効率化を図るとともに、市長が指示する市税等の大口滞納の徴収を」

に、「大和高田市未収金徴収」を「収納」に改める。

第６条を第７条とし、第５条を第６条とする。

第４条第２項中「収税課長、保険医療課長、介護保険課長、建築住宅課長、保育課長、環境衛生課

長、学校教育課長及び水道営業課長」を「次に掲げる課の長又は参事」に改め、同項に次の各号を加

える。

（１） 保育課

（２） 介護保険課

（３） 保険医療課

（４） 建築住宅課

（５） 環境衛生課

（６） 学校教育課

（７） 水道総務課

第４条を第５条とする。

第３条第１項中「室長」を「室長を、第２条に規定する担当に課長」に改め、同条第２項中「課長、」

を削り、同条第３項中「定める」を「掲げる」に改め、同条を第４条とする。

第２条中「対策室」を「未収金担当」に改め、同条第１号中「市税等の徴収及び督促」を「歳入を確

保するための施策の企画、検討及び実施」に改め、同条第２号中「市税等の滞納処分」を「納税の啓

発」に改め、同条第３号中「市税等の不納欠損処分」を「大和高田市税等徴収緊急対策本部」に改め、

同条第５号中「未収金担当主管課」を「第５条のスタッフが属する課の市税等の徴収」に改め、同条

に次の１号を加える。

（６） 室内の他の担当の補助に関すること。

第２条に次の１項を加える。

２ 収税担当の分掌事務は、次のとおりとする。

（１） 市税等（国民健康保険税を除く。以下この項において同じ。）及び個人県民税の徴収に関

すること。

（２） 市税等及び個人県民税の徴収嘱託及び受託徴収に関すること。

（３） 市税等及び個人県民税の督促に関すること。

（４） 市税等及び個人県民税の滞納処分及び不能欠損に関すること。

（５） 市税等及び個人県民税の収納事務並びに統計に関すること。

（６） 市税等及び個人県民税の過誤納金の還付並びに充当に関すること。

（７） 納税証明に関すること。



平成２２年５月１０日（月） 大 和 高 田 市 公 報 第２５６号

15

（８） 納税相談に関すること。

（９） 室内の他の担当の補助に関すること。

第２条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。

（担当）

第２条 対策室に次の担当を置く。

（１） 未収金担当

（２） 収税担当

２ 前項に掲げるもののほか、特定事務について担当を置くことができる。

附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

規則第１０号

大和高田市文書規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月２９日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市文書規則の一部を改正する規則

大和高田市文書規則（平成１１年規則第１４号）の一部を次のように改正する。

別表第１中「第３９条関係」を「第３８条関係」に、「出張」を「旅行」に改める。

別表第２中「第３９条関係」を「第３８条関係」に、

「

（共通）広報原稿 １ １広報

（共通）広報誌 永年 １

」を

「

（共通）広報原稿 １ １広報

（共通）広報誌 永年 １

行政手続 行政手続基準 常用 常用

」に、

「出張」を「旅行」に改める。

附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

規則第１１号

大和高田市下水道条例施行規則及び大和高田市下水道使用料の徴収事務委任に関する規則の一部

を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月２９日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市下水道条例施行規則及び大和高田市下水道使用料の徴収事務委任に関する規則の一

部を改正する規則

（大和高田市下水道条例施行規則の一部改正）

第１条 大和高田市下水道条例施行規則（昭和５９年規則第４号）の一部を次のように改正する。

様式第１２号中「水道局」を「水道総務課」に改める。

（大和高田市下水道使用料の徴収事務委任に関する規則の一部改正）

第２条 大和高田市下水道使用料の徴収事務委任に関する規則（昭和５９年規則第８号）の一部を次

のように改正する。
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第１条中「水道局長（以下「水道局長」という。）」を「上下水道部長（以下「上下水道部長」

という。）」に改める。

第２条中「水道局長」を「上下水道部長」に改める。

第３条第１項中「水道局」を「上下水道部」に、「営業課長」を「水道総務課長」に改め、同条

第２項中「水道局」を「上下水道部」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条中大和高田市下水道使用料の徴収事務委任に

関する規則第３条第１項の改正規定（「営業課長」を「水道総務課長」に改める部分に限る。）は、平

成２２年４月１日から施行する。

規則第１２号

大和高田市会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市会計規則の一部を改正する規則

大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）の一部を次のように改正する。

第２条の見出しを「（出納員の任命）」に改める。

第１３条を次のように改める。

（指定代理納付者による歳入の納付）

第１３条 市長は、歳入の納付について代理納付させるため、法第２３１条の２第６項に規定す

る指定代理納付者（以下「指定代理納付者」という。）を指定しようとするときは、令第１５

７条の２第１項各号に掲げる要件のいずれにも該当する者を指定しなければならない。この場

合において、市長は、あらかじめ会計管理者の意見を聴くものとする。

２ 市長は、指定代理納付者を指定したときは、次に掲げる事項を告示し、かつ、市の広報誌へ

の掲載その他の適切な方法により公表しなければならない。告示等をした事項を変更するとき

も、同様とする。

（１） 指定代理納付者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称）

（２） 指定代理納付者に代理納付させる歳入の種類

（３） 前２号に掲げるもののほか、必要な事項

第１３条の次に次の１条を加える。

第１３条の２ 収納職員は、法第２３１条の２第６項の規定による承認をしたときは、納入義務

者にその旨を証する書面を交付しなければならない。

２ 前項の場合において、指定代理納付者から前項の承認に係る歳入が納付されたときは、前項

の書面は、第１１条第２項の規定により交付された領収書とみなす。

第４７条第１項中「債権者登録申請書により、」を削る。

別表第１中

「

収税課 課 長 及

び参事

市県民税・固定資産都市計画税・軽

自動車税及びその附帯金に係る収納

その他所管に係る収入の収納

所管に係る物品の出納・保管

所属職員

未収金徴

収対策室

室 長 及

び参事

市税等滞納整理及び滞納処分等に係

る収入の収納

公売に係る処分費等の収納

その他所管に係る収入の収納

所管に係る物品の出納・保管

所属職員
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」を

「

収納対策

室

室 長 及

び課長

市県民税・固定資産都市計画税・軽

自動車税及びその附帯金に係る収納

市税等滞納整理及び滞納処分等に係

る収入の収納

公売に係る処分費等の収納

その他所管に係る収入の収納

所管に係る物品の出納・保管

所属職員

」に、

「環境衛生グループ係長」を「環境衛生係長」に、

「

学校教育

課

課長 幼稚園及び児童ホームに係る保育料

の収納

小・中学校等に係る使用料の収納

その他所管に係る収入の収納

所管に係る物品の出納・保管

所属職員（指導

主事及び栄養士

を除く。）

」を

「

学校教育

課

課長 幼稚園及び児童ホームに係る保育料

の収納

小・中学校等に係る使用料の収納

その他所管に係る収入の収納

所管に係る物品の出納・保管

所属職員（指導

主事及び栄養士

を除く。）

文化振興

課

課長 文化会館の運営に係る使用料の収納

文化会館の運営に係る手数料の収納

文化会館友の会に係る入会及び更新

料

チケットの売捌保証金の収納

物品販売料

その他所管に係る収入の収納

所管に係る物品の出納・保管

」に改める。

別表第２中

「

」を

「

」に、

「出張命令簿（請求書）」を「旅行命令簿兼旅費請求書」に、

本人、病院等の請求書領収書又は証明

書、戸籍謄本又は抄本、死亡届その他

給付額の算定を明らかにする書類

請求書

本人、病院等の請求書、領収書又は証

明書、戸籍謄本又は抄本、死亡届その

他給付額の算定を明らかにする書類

支出負担行為兼支出命令書による

ことができる

請求書 支出負担行為兼支出命令書による

ことができる
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「

」を

「

」に改める。

附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

規則第１４号

大和高田市立病院事業の設置等に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市立病院事業の設置等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

大和高田市立病院事業の設置等に関する条例施行規則（平成１７年規則第１９号）の一部を次のよ

うに改正する。

第３条第２項第３号中「循環器」の次に「・腎臓」を加え、同項第５号中「室」を「センター」に

改める。

附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

規則第１５号

大和高田市立こども園条例施行規則を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市立こども園条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、大和高田市立こども園条例（平成２１年条例第１８号。以下「条例」という。）

第１０条の規定によりこども園の管理及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（定員）

第２条 こども園の定員は、次のとおりとする。

こども園の名称 定員

大和高田市立高田こども園 ２２０人

（職員）

第３条 こども園に園長を置き、次に掲げる職員を置くことができる。

（１） 副園長

（２） その他必要な職員

（園長の職務）

第４条 園長の職務は、次に掲げるとおりとする。

（１） 園長は、園務を統括し、所属職員を指揮監督する。

（２） 前号に掲げるもののほか、職務上委任又は命令された事項に関すること。

（副園長の職務）

契約書、請求書 契約規則第２８条第１項第１号に

規定する契約書の作成を省略でき

るものは支出負担行為兼支出命令

書によることができる

契約書、請求書
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第５条 副園長は、園長を補佐し、園長の命を受けて園務を管理し、所属職員を監督する。

（園児の呼称）

第６条 こども園においては、幼稚園児を短時間利用児と称し、保育所児を長時間利用児と称する。

（合同保育）

第７条 こども園は、条例第７条の規定に基づき３歳児、４歳児及び５歳児に対して、幼稚園教育要

領及び保育所保育指針に基づく共通カリキュラムによる合同保育を行う。

（給食の実施）

第８条 こども園においては、入園している子どもに対して、給食を実施する。

（給食費）

第９条 短時間利用児の給食費は、月額３，７００円とする。ただし、８月分は徴収しない。

２ 長時間利用児の給食費は、大和高田市保育所条例（平成１６年条例第２０号第６条）に規定する

保育料の額に含むものとする。

（子育て支援事業）

第１０条 条例第６条の規定に基づき実施する子育て支援事業は、次に掲げるものとする。

（１） 子どもとその保護者が、自由に遊び、交流することができる場の提供に関すること。

（２） 子育てについての相談に関すること。

（３） 子育てについての情報及び学習の機会の提供に関すること。

（４） 前３号に掲げるもののほか、子どもの健全な育成及び子育ての支援のために必要なこと。

（子育て支援事業の利用方法）

第１１条 子育て支援事業を利用しようとする者は、子育て支援事業利用者名簿に必要な事項を記入

することにより、利用することができる。

（子育て支援事業の利用時間）

第１２条 子育て支援事業の利用時間は、月曜日から金曜日までの午前９時から午後４時までとする。

（子育て支援事業の利用者の遵守事項）

第１３条 子育て支援事業を利用する者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１） 秩序及び風紀を乱す行為をしてはならないこと。

（２） 故意に建造物又は附属設備を破損し、又は汚損してはならないこと。

（３） 施設で飲酒し、又は喫煙してはならないこと。

（４） 営利を目的とする物品の展示、販売又はこれに類する行為をしてはならないこと。

（５） 許可を受けないで印刷物、ポスター等を掲示し、又は配布してはならないこと。

（６） 前各号に掲げるもののほか、子育て支援事業の運営上必要な指示に反する行為を

してはならないこと。

（利用の停止）

第１４条 市長は、子育て支援事業を利用する者が前条各号に掲げる事項を遵守していないと認める

ときは、その者の事業の利用を停止することができる。

（その他のこども園の管理運営）

第１５条 この規則に定めるもののほか、保育を行うために必要なこども園の管理及び運営について

は、市立保育所及び市立幼稚園のそれぞれの例による。

（補則）

第１６条 この規則の施行に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

（準備行為）

２ こども園の管理及び運営に関して必要な手続は、この規則の施行の日の前においても行うことが
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できる。

規則第１６号

大和高田市保育所条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市保育所条例施行規則の一部を改正する規則

大和高田市保育所条例施行規則（平成１７年規則第１号）の一部を次のように改正する。

第７条中「を市長」を「に所得税等の課税状況を証する書類を添えて、市長」に改める。

第８条第１項第１号中「保育所入所承諾書」を「保育所入所承諾兼保育料決定通知書」に改める。

第９条を次のように改める。

第９条 削除

第１２条第１項を次のように改める。

条例第６条の規定により規則で定める保育料は、別表第２のとおりとする。

第１２条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項の」を「前２項の規定により」に改め、「そ

の旨を」の次に「保育所入所承諾兼保育料決定通知書（様式第２号）により」を加え、同項を同条第

３項とし、第１項の次に次の１項を加える。

２ 前項の保育料は、毎年度の４月１日（年度途中に入所した場合は、当該入所した日の属する月の

初日）を基準日として、当該保育を実施する児童が属する世帯の所得税等の課税状況による階層区

分及び当該児童の年齢によって決定するものとする。

別表第１高田保育所の項中「１１０名」を「１００名」に改める。

別表第２中

「

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 徴収金額（月額：単位円）

階層

区分

定義 ３歳未満児 ３歳児 ４歳以上

児

第 １

階層

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）によ

る被保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）

による支援給付受給世帯

0 0 0

第 ２

階層

市町村民税非課税

世帯

7,600 5,100 5,100

第 ３

階層

第１階層及び第４から第７

階層までを除き、前年度分の

市町村民税の額の区分が次

の区分に該当する世帯
市町村民税課税世

帯

16,500 14,000 14,000

第 ４

階層

40,000 円未満 25,500 22,900 22,900

第 ５

階層

40,000 円 以 上

103,000 円未満

37,800 29,400 24,000

第 ６

階層

103,000 円 以 上

413,000 円未満

51,800 29,400 24,000

第 ７

階層

第１階層を除き、前年分の所

得税課税世帯であって、その

所得税の額の区分が次の区

分に該当する世帯

413,000 円以上 60,000 29,400 24,000

」を

「
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各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 徴収金額（月額：単位円）

階層

区分

定義 ０歳児 １、２歳児３歳児 ４歳以上

児

第 １

階層

生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）による被保護世帯（単給世帯を含

む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律（平成６年法律第３０号）に

よる支援給付受給世帯

0 0 0 0

第 ２

階層

市町村民税非課税

世帯

7,600 7,600 5,100 5,100

第 ３

階層

第１階層及び第４か

ら第８階層までを除

き、前年度分の市町村

民税の額の区分が次

の区分に該当する世

帯

市町村民税課税世

帯

16,500 16,500 14,000 14,000

第 ４

階層

40,000 円未満 25,500 25,500 22,900 22,900

第 ５

階層

40,000 円 以 上

103,000 円未満

37,800 37,800 29,400 24,000

第 ６

階層

103,000 円 以 上

413,000 円未満

51,800 51,800 29,400 24,000

第 ７

階層

413,000 円 以 上

734,000 円未満

60,000 60,000 29,400 24,000

第 ８

階層

第１階層を除き、前年

分の所得税課税世帯

であって、その所得税

の額の区分が次の区

分に該当する世帯

734,000 円以上 67,600 61,900 29,400 24,000

」

に改め、同表備考１中「同法第３１４条の７」の次に「、第３１４条の８」を加え、「第７階層」を「第

８階層」に、「所得税法第９２条第１項」を「所得税法第７８条第１項、第２項第１号、第２号（地方

税法第３１４条の７第１項第２号に規定する寄附金に限る。）及び第３号（地方税法第３１４条の７

第１項第２号に規定する寄附金に限る。）、第９２条第１項」に、「第４１条の１９の２第１項並びに

第４１条の１９の３第１項」を「第４１条の３の２第４項及び第５項、第４１条の１９の２第１項並

びに第４１条の１９の５」に改め、同表備考４中「第７階層」を「第８階層」に、「保育料徴収金額表

に定める額×０．１」を「０円」に改める。

様式第２号を次のように改める。

様式第２号（第８条及び第１２条関係）

第 号

保育所入所承諾兼保育料決定通知書

第 号

年 月 日

様

申込みのありました保育所への入所について、承諾します。また、 年度の保育料に

ついて、次のとおり決定します。

大和高田市長 印

入所する児童の氏名及び生

年月日
年 月 日生
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入所する保育所の名称

保育の実施期間 年 月 日から 年 月 日まで

保育料及び納入方法 保育料 円

備考

１ 上記の保育料は、今回提出のあった源泉徴収票及び各申告書に基づき決定しました。なお、

６月の市町村民税の決定時に再度確認を行い、保育料に変更が生じる場合は４月にさかのぼ

って保育料の変更決定（差額分の追加納付又は還付）の通知を行います。

２ 保育所入所申込書の記載事項に変更が生じた場合は、速やかにその旨を届け出てください。

３ 保育料が未納のままですと、滞納処分を受けることになりますので、必ず納付してくださ

い。

※ 保育料は、毎月９日に届出の指定口座より振替します。（指定日が休日の場合は、翌営業日

に振替します。）

教示

１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して 60

日以内に、大和高田市長に対して異議申立てすることができます（なお、この決定があった

ことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日から起算し

て１年を経過すると異議申立てをすることができなくなります。）。

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に、

大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長となりま

す。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して６月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の異議申

立てをした場合には、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日の翌日から起算

して６月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。
附 則

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。

規則第２５号

大和高田市予算規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年４月８日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市予算規則の一部を改正する規則

大和高田市予算規則（昭和３９年規則第１９号）の一部を次のように改正する。

第１２条第２項中「収入役」を「会計管理者」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

訓令第１号

大和高田市職員表彰規程及び大和高田市不当要求行為等の防止に関する要綱の一部を改正する訓令

を次のように定める。

平成２２年３月２９日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市職員表彰規程及び大和高田市不当要求行為等の防止に関する要綱の一部を改正する

訓 令
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訓令

（大和高田市職員表彰規程の一部改正）

第１条 大和高田市職員表彰規程（昭和３０年規程第１号）の一部を次のように改正する。

第１４条第２項中「、会計管理者」を削る。

（大和高田市不当要求行為等の防止に関する要綱の一部改正）

第２条 大和高田市不当要求行為等の防止に関する要綱（平成１５年訓令第５号）の一部を次のよう

に改正する。

別表中「

・ 市長の事務部局の部長（企画政策部長を除く。） を

・ 会計管理者

」

「

・ 市長の事務部局の部長（企画政策部長を除く。） に改める。

」

附 則

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。

訓令第２号

大和高田市決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２２年３月２９日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市決裁規程の一部を改正する訓令

大和高田市決裁規程（平成９年訓令第６号）の一部を次のように改正する。

別表第１中「出張命令」を「旅行命令」に、「部長に関するもの」を「部長及び会計管理者に関す

るもの」に改める。

別表第２中

「

（２） 未収金徴収対策室長の専決事項

ア 市税及び税外収入（大口滞納等で市長が指示するものに限る。）

の徴収及び督促に関すること。

イ 未収金担当主管課の指導及び助言に関すること。

」を

「

（２） 収納対策室長の専決事項

ア 市税及び税外収入（大口滞納等で市長が指示するものに限る。）

の徴収及び督促に関すること。

イ 収納対策室設置規則（平成 14年規則第 35号）第５条に規定する

収納対策室のスタッフが属する課の市税及び税外収入の徴収の指導及び助言に

関すること。

」に、

「

（６） 収税課長の専決事項

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する他の地方公

共団体への市税の徴収嘱託に関すること。

イ 市税の督促及び過誤納の整理に関すること。
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（７） 未収金徴収対策室課長の専決事項

ア 室長が指示する事項

」を

「

（６） 収納対策室未収金担当課長の専決事項

ア 納税の啓発に関すること。

イ 収納対策室長が指示する事項

（７） 収納対策室収税担当課長の専決事項

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する他の地方公

共団体への市税の徴収嘱託に関すること。

イ 収納対策室長が指示する事項

」に改める。

附 則

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。

訓令第３号

大和高田市法令審査会規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２２年３月２９日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市法令審査会規程の一部を改正する訓令

大和高田市法令審査会規程（平成８年訓令第１４号）の一部を次のように改正する。

第４条の２第１項中「文書課長」を「企画法制課長」に、「文書課」を「企画法制課」に改め、同条

第２項中「事案が本市の施策の基本的事項である場合は企画政策課と、」を削る。

第９条の見出しを「（委任）」に改め、同条中「規程」を「訓令」に改める。

附 則

この訓令は、告示の日から施行する。

訓令第４号

職員等の旅費支給規程を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

職員等の旅費支給規程

（趣旨）

第１条 職員等の旅費の支給に関しては、職員等の旅費に関する条例（昭和２７年第１３号。以下「条

例」という。）に定めるもののほか、この訓令の定めるところによる。

（路程の計算）

第２条 旅費計算上必要な路程の計算は、次の各号の区分に従い、当該各号に掲げるものにより行う

ものとする。

（１） 鉄道 鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第１３条に規定する鉄道運送事業者の調に

係る鉄道旅客貨物運賃算出表に掲げる路程

（２） 水路 海上保安庁の調に係る距離表に掲げる路程

（３） 陸路 地方公共団体の長その他当該路程の計算について信頼するに足る者により証明され

た路程

２ 前項第１号又は第２号の規定により路程を計算し難い場合には、当該各号の規定にかかわらず、

前項第３号の規定に準じて計算することができる。
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３ 第１項第３号の規定による陸路の路程を計算する場合には、その証明の基準となる点で、当該旅

行の出発箇所又は目的箇所に最も近いものを起点とする。

４ 陸路と鉄道、水路又は航空とにわたる旅行について陸路の路程を計算する場合には、前項の規定

にかかわらず、鉄道駅、波止場又は飛行場をも起点とすることができる。

５ 前２項の規定により陸路の路程を計算し難い場合には、同項の規定にかかわらず、地方公共団体

の長の証明する元標その他当該陸路の路程の計算について信頼するに足るものを起点として計算

することができる。

（旅費命令簿等様式）

第３条 条例第３条第４項に規定する旅行命令簿等及び条例第５条に規定する請求書の様式は、大和

高田市職員服務規程（昭和３８年訓令第２号）の定めるところによる。

（旅費の調整）

第４条 条例第１７条の規定に基づき、次の各号に該当する場合は、当該各号に定める基準により旅

費の支給を調整する。

（１） 職員の職務の級がさかのぼって変更された場合には、当該職員がすでに行った旅費額の増

減を行わない。

（２） 旅行者が公用車を利用して旅行した場合には、車賃は支給しない。

（３） 用務の性質又は緩急の度合により急行料金若しくは特別車両料金又は所定の等級に応ずる

旅客運賃若しくは特別船室料金を支給する必要がないと認められる場合には、その急行料金若し

くは特別車両料金又は等級に応ずる旅客運賃若しくは特別船室料金を支給しない。

（４） 旅行者が旅行中の公務傷病等により旅行先の医療施設等を利用して療養したため労働基準

法（昭和２２年法律第４９号）に規定する療養補償、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律

第１５２号）に規定する療養の給付若しくはこれらに準ずる補償又は給付を受ける場合には、当

該療養中の宿泊料の２分の１に相当する額を支給しない。

（５） 依頼、要求等より市の経費以外の経費からその費用が支給されることとなっている旅行又

は旅費以外の市の経費から旅費に相当する経費が支給される旅行にあっては、正規の旅費額のう

ち市の経費以外の経費又は旅費以外の市の経費から支給されるその費用に相当する額は、支給し

ない。

（６） 公用車（借上車を含む。）により陸路２５キロメートル以上の旅行の場合における日当の額

は、所定の日当の２分の１に相当する額を支給する。ただし、公務上の必要又は天災その他やむ

を得ない事情により宿泊した場合は、この限りでない。

附 則

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。

訓令第５号

大和高田市ＩＴ推進中期計画策定及びシステム構築支援業務委託事業者選定委員会設置要綱を次

のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市ＩＴ推進中期計画策定及びシステム構築支援業務委託事業者選定委員会設置要綱

（設置）

第１条 行財政改革及び情報化事業適正化の一環として住民情報システムを再構築するに当たり、最

適な事業者を選定するため、大和高田市ＩＴ推進中期計画策定及びシステム構築支援業務委託事業

者選定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会の所掌事務は、次に掲げる事項とする。
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（１） 住民情報システム再構築業務を委託する事業者（以下「委託事業者」という。）の選定に関

する事項

（２） その他住民情報システムを再構築するために市長が必要と認める事項

（組織）

第３条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織し、市長が委嘱し、又は任命する。

（１） 副市長

（２） 改革推進局理事

（３） 企画政策部長

（４） 財務部長

（５） 前各号に掲げる市職員以外の市職員 １人

（６） 奈良県の職員 １人

２ 前項の委員のほか、委員長が必要と認めるときは、同項各号に掲げる委員以外のものを委員とす

ることができる。

（任期）

第４条 委員の任期は、委嘱又は任命の日から委託事業者の選定が終了した日までとする。

（委員長及び副委員長）

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。

２ 委員長は、副市長をもって充てる。

３ 副委員長は、企画政策部長をもって充てる。

４ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務

を代理する。

（会議）

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。

２ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。

３ 委員会は、会議のため必要があると認めるときは、関係職員その他関係人を出席させ、当該職員

等に対して意見を徴し、又は必要な資料の提出を求めることができる。

（庶務）

第７条 委員会の庶務は、企画政策部広報情報課において処理する。

（委任）

第８条 この訓令に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って

定める。

附 則

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。

告示第１１５号

大和高田市精神障害者医療費助成事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。

平成２１年１２月２８日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市精神障害者医療費助成事業実施要綱の一部を改正する告示

大和高田市精神障害者医療費助成事業実施要綱（平成７年告示第１０２号）の一部を次のように改

正する。

告 示
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第１条中「要綱」を「告示」に改め、「国民健康保険の被扶養者」の次に「、高齢者の医療の確保に

関する法律（昭和５７年法律第８０号）の規定による後期高齢者医療の被保険者」を加え、「国家公務

員等共済組合法」を「国家公務員共済組合法」に、「私立学校教職員共済組合法」を「私立学校教職員

共済法」に、「社会保険各法の被扶養者」を「社会保険各法の規定による被扶養者」に改める。

第２条中「市内の国民健康保険の被保険者及び」を「市内に住所を有する国民健康保険法の規定に

よる国民健康保険の被保険者、高齢者の医療の確保に関する法律の規定による後期高齢者医療の被保

険者又は」に、「被扶養者で」を「規定による被扶養者のうち」に、「した者」を「したもの」に改め、

同条に次のただし書を加える。

ただし、高齢者の医療の確保に関する法律の規定による後期高齢者医療の被保険者及び７０歳以

上の前期高齢者であって国民健康保険の被保険者又は社会保険各法の規定による被扶養者のうち

医療費を自己負担したが、公費負担が発生しなかった場合も含む。

第３条中「大和高田市長（以下「市長という。）」を「市長」に改める。

第５条中「社会保険各法の被扶養者」を「社会保険各法の規定による被扶養者」に改める。

第６条中「社会保険各法の被扶養者」を「社会保険各法の規定による被扶養者」に、「国民年金法等

の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号）附則第３２条第９項の規定によりなおその効力を

有するものとされた」を「国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する政令（昭

和６１年政令第５４号）第５２条の規定により読み替えられた」に、「第６条の４第３項」を「第５条

の４第２項」に改める。

第８条中「要綱」を「告示」に改める。

様式第１号中「国保・社保家族」を「国保・社保扶養・後期高齢」に、「社保家族」を「社保扶養」

に改め、「医療受給者証」の次に「の写し」を加え、同様式に次のように加える。

（３） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第３２条に基づく通院医療費公費負担制度によ

る自己負担の場合は、患者票又は精神障害者保健福祉手帳の写し

附 則

（施行期日）

１ この告示は、告示の日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。

（経過措置）

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の大和高田市精神障害者医療費助成事業実施要

綱の規定により作成されている申請書の用紙で残存するものは、所要の修正を加え、なお使用する

ことができる。

告示第２３号

大和高田市住宅手当緊急特別措置事業実施要綱を次のように定める。

平成２２年３月１８日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市住宅手当緊急特別措置事業実施要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失している者

又は喪失するおそれのある者に対して、住宅手当緊急特別措置事業（以下「事業」という。）を実

施することにより、これらの者の住宅及び就労機会の確保に向けた支援を行うことについて、必要

な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。

（１） 主たる生計維持者 自らの労働により賃金を得て主として世帯の生計を維持する者をい
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う。

（２） 常用就職 雇用契約において、雇用期間の定めがない就職又は６月以上の雇用期間が定め

られている就職をいう。

（３） 住宅手当基準額 世帯人員数及び地域に応じて厚生労働大臣が自治体ごとに定める生活保

護の住宅扶助の特別基準額に準拠した額をいう。

（４） 家賃額 支給対象者が賃借する住宅の１月当たりの家賃額をいう。ただし、住宅手当基準

額を上限とする。

（５） 雇用施策による貸付け等 国の住居等困窮離職者に対する雇用施策による貸付け又は給付

（就職安定資金融資、訓練・生活支援給付、就職活動困難者支援事業等）をいう。

（６） 不動産媒介業者等 住宅手当の支給に関し、入居可能な住宅の提供を行う者をいう。

（事業の内容）

第３条 事業は、次条に規定する支給対象者に住宅手当を支給するとともに、当該支給対象者の住宅

の確保及び常用就職について、大和高田市住宅確保・就労支援員（以下「支援員」という。）によ

る支援を行うことにより実施するものとする。

（支給対象者）

第４条 住宅手当の支給の対象となる者（以下「支給対象者」という。）は、第７条又は第８条の申請

をする時点において、市内に居住し、又は居住を予定している者であって、次の各号に掲げる要件

のいずれにも該当するものとする。

（１） 平成１９年１０月１日以降に離職した者であること。

（２） 離職前に、主たる生計維持者であったこと。

（３） 就労能力及び常用就職の意欲があり、公共職業安定所への求職申込みを行う者又は現に行

っている者であること。

（４） 住宅を喪失している者又は住宅を喪失するおそれのある者であって、申請者及び申請者と

生計を一にする同居の親族のいずれもが、当該申請者が居住可能な住宅を所有していないこと。

（５） 申請日の属する月における申請者及び申請者と生計を一にする同居の親族の収入の合計額

が次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める収入基準額であること。ただし、申請日の属

する月の収入が収入基準額を超えている場合であっても、離職、失業等給付の終了、収入の減少、

他の雇用施策による支援の終了等により申請日の属する月の翌月から収入基準額に該当すること

について、提出資料等により申請者が当該事実を証明することが可能な場合は、住宅手当の支給

の対象とする。

ア 単身世帯 ８４，０００円に家賃額を加算した額未満

イ ２人世帯 １７２，０００円以下

ウ ３人以上世帯 １７２，０００円に家賃額を加算した額未満

（６） 申請者及び申請者と生計を一にする同居の親族の預貯金の合計額が次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める金額以下であること。

ア 単身世帯 ５００，０００円

イ 複数世帯 １，０００，０００円

（７） 申請者及び申請者と生計を一にする同居の親族が、雇用施策による貸付け等及び地方公共

団体等が実施する住居等困窮離職者に対する類似の貸付け又は給付を受けていないこと。

（支給額）

第５条 住宅手当は、月ごとに家賃額を支給するものとする。ただし、単身世帯において、月の収入

が８４，０００円を超え、８，４０００円に家賃額を加算した額未満の者及び３人以上世帯におい

て、月の収入が１７２，０００円を超え、１７２，０００円に家賃額を加算した額未満の者につい

ては、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数式により算出される金額を支給する。

（１） 単身世帯 家賃額－（月の収入－８４，０００円）
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（２） ３人以上世帯 家賃額－（月の収入－１７２，０００円）

２ 支給額に１００円未満の端数が生じたとき、又はその全額が１００円未満であるときは、その端

数金額又はその全額を１００円に切り上げることとする。

（支給期間、支給開始月、支給方法等）

第６条 住宅手当の支給期間は、６月を限度とする。ただし、支給対象者が前４条各号に規定する支

給要件のいずれにも該当し、かつ、第１０条各号に規定する就職活動を誠実に継続していると認め

られる場合は、申請により３月を限度として支給期間を延長することができる。

２ 住宅手当は、新規に住宅を賃借する者にあっては入居契約に際して初期費用として支払を要する

家賃の翌月以降の家賃相当分から支給を開始し、現に住宅を賃借している者にあっては支給申請日

の属する月以降の家賃相当分から支給を開始するものとする。

３ 住宅手当の支給は、市長が、住宅の貸主又は貸主から委託を受けた事業者の口座に振り込むこと

により行うものとする。

４ 新規に住宅を賃借する者にあっては、入居する住宅は、住宅手当基準額以下の家賃のものに限る

ものとする。

（住宅を喪失している者の支給申請等）

第７条 住宅を喪失している者で住宅手当の支給を受けようとする者は、住宅手当支給申請書（様式

第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる証拠書類等を添えて、市長に提出しなければなら

ない。

（１） 運転免許証、住民基本台帳カード、旅券、各種福祉手帳、健康保険証、住民票、住民登録

証明書、戸籍謄本等のいずれかの写し

（２） 平成１９年１０月１日以降に離職した者であることが確認できる書類の写し

（３） 申請者及び申請者と生計を一にしている同居の親族のうち収入がある者について収入が確

認できる書類の写し

（４） 申請者及び申請者と生計を一にしている同居の親族の金融機関の通帳等の写し

２ 市長は、前項の申請書等を受理したときは、当該申請者に対し、申請書の写しを交付するととも

に入居予定住宅に関する状況通知書（様式第２号）を配布しなければならない。

３ 申請者は、不動産媒介業者等に前項の規定により交付された申請書の写しを提示し、住宅手当の

支給決定等を条件に入居可能な住宅を確保し、当該不動産媒介業者等が記載した入居予定住宅に関

する状況通知書（様式第２号）の交付を受け、市長に提出しなければならない。

４ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、住宅手当の支給が適当と認

めたときは住宅手当支給対象者証明書（様式第３号）を、住宅手当の支給が適当でないと認めたと

きは住宅手当不支給通知書（様式第４号）を申請者に交付するものとする。

５ 申請者は、入居予定住宅に関する状況通知書（様式第２号）を交付した不動産媒介業者等に対し、

住宅手当支給対象者証明書（様式第３号）を提示し、賃貸住宅に関する賃貸契約を締結しなければ

ならない。

６ 申請者は、住宅に入居した後７日以内に、住宅確保報告書（様式第５号）に賃貸住宅に関する賃

貸借契約書の写し及び新住所における住民票の写しを添えて、市長に提出しなければならない。

（住宅を喪失するおそれのある者の支給申請等）

第８条 住宅を喪失するおそれのある者で住宅手当の支給を受けようとする者は、申請書に前条第１

項各号に掲げる証拠書類等を添えて、市長に提出しなければならない。

２ 市長は、前項の申請書等を受理したときは、申請者に対し、申請書の写しを交付するとともに入

居住宅に関する状況通知書（様式第２－２号）を配布しなければならない。

３ 申請者は、入居住宅の貸主又は貸主から委託を受けた事業者に前項の規定により交付された申請

書の写しを提示し、当該入居住宅の貸主又は貸主から委託を受けた事業者が記載した入居住宅に関

する状況通知書（様式第２－２号）の交付を受け、賃貸住宅に関する賃貸借契約書の写しを添えて
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市長に提出しなければならない。

４ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、住宅手当の支給が適当と認

めたときは住宅手当支給対象者証明書（様式第３号）を、住宅手当の支給が適当でないと認めたと

きは住宅手当不支給通知書（様式第４号）を申請者に交付するものとする。

（支給決定等）

第９条 市長は、第７条又は前条の申請により住宅手当の支給を決定したときは、常用就職届（様式

第６号）及び住宅手当支給決定通知書（様式第７号）を申請者に交付するものとする。

２ 市長は、必要に応じて、前項の規定により住宅手当の支給の決定を受けた者（以下「受給者」と

いう。）の居住の実態を確認するものとする。

（就職活動）

第１０条 受給者は、支給期間中に、常用就職に向けた次に掲げる就職活動を行わなければならない。

（１） 毎月１回以上、公共職業安定所へ出向いて職業相談を受けること。

（２） 毎月２回以上、支援員等による面接等の支援を受けること。

（３） 原則週１回以上、求人先へ応募を行う、又は求人先の面接を受けること。

（常用就職及び就労収入の報告）

第１１条 受給者は、常用就職をした場合は、第９条第１項の常用就職届（様式第６号）により遅滞

なくその旨を市長に報告しなければならない。

２ 前項の規定による報告をした受給者は、報告を行った月以降、市長に対し、収入額を確認するこ

とができる書類を毎月提出しなければならない。

（支給額の変更）

第１２条 住宅手当の受給期間中、支給額の変更は行わない。ただし、市長は、次に掲げる場合に限

り、住宅手当基準額の範囲内で支給額の変更を行うことができる。

（１） 住宅手当支給対象住宅の家賃が変更された場合

（２） 第５条第１項ただし書の規定により一部支給が行われている場合において、住宅手当の受

給期間中に収入が減少した結果、単身世帯において８４，０００円以下、３人以上世帯において

１７２，０００円以下に至った場合

２ 住宅手当の支給額の変更申請をしようとする受給者は、住宅手当支給変更申請書（様式第１－２

号）を市長に提出しなければならない。

３ 市長は、前項の規定による変更申請があった場合は、その内容を審査し、住宅手当の支給額を変

更することが適当と認めたときは、住宅手当支給変更決定通知書（様式第７－２号）を当該受給者

に対して交付した上で、支給額を変更するものとする。

（支給の停止）

第１３条 受給者は、住宅手当の受給期間中に、訓練・生活支援給付を受給することとなった場合は、

住宅手当支給停止届（様式第９号）を市長に提出しなければならない。

２ 市長は、前項の規定による届出があった場合は、その内容を審査し、住宅手当の支給を停止する

ことが適当と認めたときは、住宅手当支給停止通知書（様式第９－２号）を当該受給者に交付した

上で、支給を停止するものとする。

３ 前２項の規定により住宅手当の支給を停止した受給者が、住宅手当の支給の再開を希望する場合

は、訓練・生活支援給付の終了時までに、住宅手当支給再開届（様式第９－３号）を市長に提出し

なければならない。

４ 市長は、前項の規定による届出があった場合は、その内容を審査し、住宅手当の支給を再開する

ことが適当と認めたときは、住宅手当支給再開通知書（様式第９－４号）を当該受給者に交付し、

訓練・生活支援給付の終了後、住宅手当の支給を再開するものとする。

（支給の中止）

第１４条 市長は、受給者が第１０条に規定する就職活動を怠っている場合は、原則として就職活動
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を怠った月の翌月の家賃相当分から住宅手当の支給を中止するものとする。

２ 市長は、受給者が常用就職（支給決定後の常用就職のみならず、申請後の常用就職も含む。）し、

就労に伴い得られた収入が中止基準額（単身世帯の場合は８４，０００円、２人以上の複数世帯の

場合は１７２，０００円に住宅手当基準額を加えた額をいう。以下同じ。）を超えるものについて

は、中止基準額を超える収入が得られた月の翌々月以降の家賃相当分から住宅手当の支給を中止す

るものとする。

３ 市長は、支給決定後、住宅の貸主の責めによらずに住宅から退去した受給者については、原則と

して退去した日の属する月の翌月の家賃相当分から住宅手当の支給を中止するものとする。

４ 市長は、支給決定後、虚偽の申請その他不適正な受給に該当することが明らかになった受給者に

ついては、直ちに住宅手当の支給を中止するものとする。

５ 市長は、前各項の規定により住宅手当の支給を中止したときは、住宅手当支給中止通知書（様式

第８号）により受給者に通知するものとする。

（不適正受給者への対応）

第１５条 市長は、受給者が偽りその他不正の手段により住宅手当の支給を受けたと認めるときは、

当該住宅手当の支給決定の全部又は一部を取り消すことができる。

２ 市長は、前項の規定により住宅手当の支給決定を取り消した場合において、既に支給された住宅

手当の全部又は一部についての返還を当該取消しに係る受給者に命ずるものとする。

３ 前項の規定により、住宅手当の返還を求められた者は、直ちに当該受給した住宅手当の全部又は

一部を返還しなければならない。

（住宅手当の再支給等）

第１６条 住宅手当の支給を受けて常用就職した後に、新たに離職（自己都合を理由とする離職を除

く。）したことにより、第４条各号に規定する支給対象者の要件に該当することとなった者につい

ては、第５条に規定する支給額及び第６条に規定する支給期間等により、住宅手当を再支給するこ

とができる。

２ 住宅手当の受給者で支給期間が翌年度予算にまたがる場合には、住宅手当支給申請書（新年度継

続用）（様式第１－３号）を翌年度の最初の日に提出しなければならない。

３ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査するとともに、第１０条に規定

する就職活動の実施状況等を調査し、住宅手当を継続して支給することが適当と認めたときは住宅

手当支給決定通知書（様式第７号）を、住宅手当を継続して支給することが適当でないと認めたと

きは住宅手当不支給通知書（様式第４号）を申請者に交付するものとする。

４ 住宅手当の受給者で第６条第１項ただし書の規定により支給期間の延長を希望するものは、住

宅手当支給申請書（期間延長用）（様式第１－４号）を支給期間の最終月の末日までに市長に提

出しなければならない。

５ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査するとともに、第１０条に規定

する就職活動の実施状況等を調査し、住宅手当の支給期間を延長することが適当と認めたときは住

宅手当支給決定通知書（期間延長用）（様式第７－３号）を、住宅手当の支給期間を延長すること

が適当でないと認めたときは住宅手当不支給通知書（様式第４号）を申請者に交付するものとする。

（補則）

第１７条 この告示に定めるもののほか、事業の実施に関し必要な事項は、市長が定める。

附 則

この告示は、告示の日から施行し、平成２１年１０月１日から適用する。

様式第１号（第７条関係）

住宅手当支給申請書
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(写真貼付)

私は、住宅手当の支給を受けたいので、必要書類を添えて、申請します。
申立事項について相違ありません。
誓約事項及び同意事項について誓約・同意します。

大和高田市長 殿

年 月 日

フリガナ

氏 名 印

生年月日

電話番号

申立事項

１ 平成１９年１０月１日以降に離職したこと。

離職時期

離職した事業所

２ 離職前に主として世帯の生計を維持していたこと。

離職前の雇用状況等、世帯
の生計を維持していた状況

３ 次の（１）又は（２）のいずれかに該当していること。（いずれか該当する方に記載）
（１）住宅を喪失していること。

喪失の時期喪失した
住宅の状況 喪失住宅の住所

住宅喪失後の状況
現在の状況

現在の居所

（２）住宅を喪失するおそれがあること。

現在の住所

住宅の貸主等現在の住宅
の状況 現在の収入状況等、住宅喪失

のおそれがある理由､状況等

４ 申請者及び申請者と生計を一にする同居の親族の収入及び預貯金が次のとおりであること。

申請者及び親族の状況

氏名

続柄 本人

性別

年齢

合計

収入(月額) 円 円 円 円 円

預貯金 円 円 円 円 円

※ 収入が確実に推計できるときはその額を、変動あるときは収入の確定している直近３か月の
平均月収入を記載する｡失業等給付､児童扶養手当等各種手当も合算する。

（裏面あり）

誓約事項

１ 申請内容について偽りがあった場合、既に支給された住宅手当の全部又は一部について返還

する義務を負うこと。

２ 常用就職の意欲があり、常用就職に向けた就職活動を行うこと。

具体的には、受給期間中、次の①から③までの活動を行うこと。

① 毎月１回以上、公共職業安定所へ出向いて職業相談を受けること。

② 毎月２回以上、大和高田市住宅･就労確保支援員等による面接等の支援を受けること。
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③ 原則週１回以上、求人先へ応募を行う、又は求人先の面接を受けること。

同意事項

１ 申請者の個人情報が、住宅手当の支給並びに臨時特例つなぎ資金及び総合支援資金の融資を

行うために必要となる範囲内で、大和高田市役所、大和高田公共職業安定所及び大和高田市社

会福祉協議会の間で相互利用されること。

２ 住宅手当は、住宅の貸主又は貸主から委託を受けた事業者の口座へ振り込まれることにより、

申請者に対する支給となること。

３ 住宅手当の支給決定後、申請者の賃貸住宅への入居状況について、訪問確認することがある

こと。

４ 住宅手当の支給決定後、誓約事項２の就職活動を怠る場合は、住宅手当の支給が中止される

ことがあること。

５ 住宅手当の支給決定後、常用就職した（申請後の常用就職も含む。）ことにより、中止基準額

（単身世帯の場合は８．４万円、２人以上の複数世帯の場合は１７．２万円に住宅手当基準額

を加えた額）を超える月収入が得られた場合は、住宅手当の支給が中止されること。

６ 支給の決定又は実施のために必要があるときは、申請者及び申請者と生計を一にする同居の

親族

（以下「申請者等」という。）の資産及び収入の状況につき、大和高田市が官公署に調査を嘱託

し、又は銀行、信託会社、申請者若しくは申請者と生計を一にする同居の親族の雇主その他関係

人（以下「銀行等」という。）に報告を求めること。

また、大和高田市の調査嘱託又は報告要求に対し、官公署又は銀行等が報告することについ

て、申請者等が同意している旨を官公署又は銀行等に伝えること。

添付書類

１ 本人確認書類：運転免許証、住民基本台帳カード、旅券、各種福祉手帳、健康保険証、住民

票、住民登録証明書、戸籍謄本等のいずれかの写し

２ 離職関係書類：平成１９年１０月１日以降に離職した者であることが確認できる書類の写し

３ 収入関係書類：申請者及び申請者と生計を一にしている同居の親族のうち収入がある者につ

いて収入が確認できる書類の写し

４ 預貯金関係書類：申請者及び申請者と生計を一にしている同居の親族の金融機関の通帳等の

写し

追加提出書類

１ 求職申込み関係書類

公共職業安定所から交付を受けた求職受付票

２ 入居（予定）住宅関係書類

（１） 住宅を喪失している者の場合

不動産媒介業者等から交付を受けた入居予定住宅に関する状況通知書（様式第２号）

（２） 住宅を喪失するおそれのある者の場合

貸主等から交付を受けた入居住宅に関する状況通知書（様式第２－２号）

（表面あり）

様式１－２号（第１２条関係）

住宅手当支給変更申請書

私は、 年 月 日付大高 第 号により、住宅手当の支給決定を受けましたが、

必要書類を添えて、支給変更を申請します。

大和高田市長 殿

年 月 日

フリガナ

氏 名 印

住 所

生年月日

電話番号
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変更理由

変更理由

添付書類

１ 家賃変更の場合

変更契約書等家賃（使用料）の変更を証する書類

２ 収入減少の場合（大和高田市住宅手当緊急特別措置事業実施要綱第５条第１項ただし書の規

定による一部支給を受けている方）

申請者及び申請者と生計を一にしている同居の親族のうち収入がある者について収入が確認

できる書類の写し

様式１－３号（第１６条関係）

住宅手当支給申請書（新年度継続用）

私は、引き続き住宅手当の支給を受けたいので、申請します。

誓約事項及び同意事項について誓約・同意します。

大和高田市長 殿

年 月 日
フリガナ

氏 名 印

住 所

生年月日

電話番号

誓約事項

１ 申請内容について偽りがあった場合、既に支給された住宅手当の全部又は一部について返還

する義務を負うこと。

２ 常用就職の意欲があり、常用就職に向けた就職活動を行うこと。

具体的には、受給期間中、次の①から③までの活動を行うこと。

① 毎月１回以上、公共職業安定所へ出向いて職業相談を受けること。

② 毎月２回以上、大和高田市住宅･就労確保支援員等による面接等の支援を受けること。

③ 原則週１回以上、求人先へ応募を行う、又は求人先の面接を受けること。

同意事項

１ 申請者の個人情報が、住宅手当の支給並びに臨時特例つなぎ資金及び総合支援資金の融資を

行うために必要となる範囲内で、大和高田市役所、大和高田公共職業安定所及び大和高田市社

会福祉協議会の間で相互利用されること。

２ 住宅手当は、住宅の貸主又は貸主から委託を受けた事業者の口座へ振り込まれることにより、

申請者に対する支給となること。

３ 住宅手当の支給決定後、申請者の賃貸住宅への入居状況について、訪問確認することがある

こと。

４ 住宅手当の支給決定後、誓約事項２の就職活動を怠る場合は、住宅手当の支給が中止される

ことがあること。

５ 住宅手当の支給決定後、常用就職した（申請後の常用就職も含む。）ことにより、中止基準額

（単身世帯の場合は８．４万円、２人以上の複数世帯の場合は１７．２万円に住宅手当基準額

を加えた額）を超える月収入が得られた場合は、住宅手当の支給が中止されること。
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６ 支給の決定又は実施のために必要があるときは、申請者及び申請者と生計を一にする同居の

親族（以下「申請者等」という。）の資産及び収入の状況につき、大和高田市が官公署に調査を

嘱託し、又は銀行、信託会社、申請者若しくは申請者と生計を一にする同居の親族の雇主その

他関係人（以下「銀行等」という。）に報告を求めること。

また、大和高田市の調査嘱託又は報告要求に対し、官公署又は銀行等が報告することについ

て、申請者等が同意している旨を官公署又は銀行等に伝えること。

添付書類

年 月 日申請書の写し

様式１－４号（第１６条関係）

住宅手当支給申請書（期間延長用）

私は、 年 月 日付大高 第 号により、住宅手当の支給決定を受けましたが、今
後も誠実に就職活動を行うため、住宅手当支給期間の延長を希望するので、必要書類を添えて、申請
します。
誓約事項及び同意事項について誓約・同意します。
大和高田市長 殿

年 月 日
フリガナ
氏 名 印
住 所
生年月日
電話番号

延長が必要な理由

延長が必要な理由

誓約事項

１ 申請内容について偽りがあった場合、既に支給された住宅手当の全部又は一部について返還する
義務を負うこと。

２ 常用就職の意欲があり、常用就職に向けた就職活動を行うこと。
具体的には、受給期間中、次の①から③までの活動を行うこと。

① 毎月１回以上、公共職業安定所へ出向いて職業相談を受けること。
② 毎月２回以上、大和高田市住宅･就労確保支援員等による面接等の支援を受けること。
③ 原則週１回以上、求人先へ応募を行う、又は求人先の面接を受けること。

同意事項

１ 申請者の個人情報が、住宅手当の支給並びに臨時特例つなぎ資金及び総合支援資金の融資を行う
ために必要となる範囲内で、大和高田市役所、大和高田公共職業安定所及び大和高田市社会福祉協
議会の間で相互利用されること。

２ 住宅手当は、住宅の貸主又は貸主から委託を受けた事業者の口座へ振り込まれることにより、申
請者に対する支給となること。

３ 住宅手当の支給決定後、申請者の賃貸住宅への入居状況について、訪問確認することがあること
。

４ 住宅手当の支給決定後、誓約事項２の就職活動を怠る場合は、住宅手当の支給が中止されること
があること。

５ 住宅手当の支給決定後、常用就職した（申請後の常用就職も含む。）ことにより、中止基準額（
単身世帯の場合は８．４万円、２人以上の複数世帯の場合は１７．２万円に住宅手当基準額を加え
た額）を超える月収入が得られた場合は、住宅手当の支給が中止されること。

６ 支給の決定又は実施のために必要があるときは、申請者及び申請者と生計を一にする同居の親族
（以下「申請者等」という。）の資産及び収入の状況につき、大和高田市が官公署に調査を嘱託し、
又は銀行、信託会社、申請者若しくは申請者と生計を一にする同居の親族の雇主その他関係人（以
下「銀行等」という。）に報告を求めること。
また、大和高田市の調査嘱託又は報告要求に対し、官公署又は銀行等が報告することについて、



平成２２年５月１０日（月） 大 和 高 田 市 公 報 第２５６号

36

申請者等が同意している旨を官公署又は銀行等に伝えること。

添付書類

１ 誠実に就職活動を行っていたことを証する書類
（例）職業相談確認表

住宅手当常用就職活動状況報告書 等
２ 収入・資産関係書類

申請者等のうち収入がある者について収入が確認できる書類及び申請者等の預貯金が確認でき
る書類の写し

様式第２号（第７条関係）

入居予定住宅に関する状況通知書

下記の者から賃貸住宅への入居についての希望がありましたので、物件等に関する概要等につ

いて通知します。

大和高田市長 殿

年 月 日

宅地建物取引業者又は貸主

（商号又は名称）

（代表者名） 印

（所在地）〒

（免許証番号）

（担当者等） 氏名 所属

電話番号

※貸主が記入する場合は、氏名、所在地、電話番号のみを記載してください。

入居予定者

氏名

生年月日 年 月 日

家族状況 単身 ・ 複数

入居予定の賃貸住宅

名称

所在地

家賃 円

入居予定日 年 月 日（ 年 月 日までの 月 日間）

※１ 家賃については、市が定める住宅手当基準額以下の住宅であること。（限度額： 円）

※２ 共益費･管理費は住宅手当の対象になりませんので、家賃には含めずに記載してください。

※３ 定期借家契約(定期賃貸借契約)の場合に限り、入居予定日欄の（ ）内に、入居予定日か

ら契約満了日までの期間を記載してください。

初期費用

家賃

(入居に際して当初の支払を要する家賃)

円

（ 月分＋日割り 日分として）

共益費 円

管理費 円

敷金 円

（１）

礼金等 礼金 円

その他（ ） 円

（２） 媒介報酬額 円

火災保険料 円（３）

その他（入居保証料等） 円
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合計 円

※ 初期費用については、大和高田市社会福祉協議会が実施する｢総合支援資金（住宅入居費）｣

の貸付けを受けることが可能であるため、記載願います。

（裏面あり）

振込口座

フリガナ

口座名義

金融機関名

支店名

口座種別 普通 ・ 当座

住宅手当の振込

先

貸主又は貸主から

委託を受けた事業

者の振込口座

口座番号

フリガナ

口座名義

金融機関名

支店名

口座種別 普通 ・ 当座

初期費用（１）の

振込先

貸主又は貸主から

委託を受けた事業

者振込口座

口座番号

フリガナ

口座名義

金融機関名

支店名

口座種別 普通 ・ 当座

初期費用（２）の

振込先

媒介業者の振込口

座

口座番号

フリガナ

口座名義

金融機関名

支店名

口座種別 普通 ・ 当座

初期費用（３）の

振込先

初期費用（３）に

関する者の振込口

座

口座番号

（住宅手当支給申請者 本人記入欄）

入居予定の賃貸住宅は上記のとおりです。

私の個人情報が、住宅手当の支給及び総合支援資金の融資を行うために必要となる範囲内で、大和

高田市役所、大和高田公共職業安定所及び大和高田市社会福祉協議会の間で相互利用されることにつ

いて同意します。

住宅手当の支給は、貸主又は貸主から委託を受けた事業者等の口座へ振り込まれることにより、私

への支給となることについて同意します。

年 月 日

氏名 印

居所
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電話番号

（表面あり）

様式第２－２号（第８条関係）

入居住宅に関する状況通知書

下記の者に対し、賃貸している住宅に関する概要等について通知します。

大和高田市長 殿

年 月 日

貸主又は貸主から委託を受けた事業者

（商号又は名称）

（代表者名） 印

（所在地）〒

（担当者等） 氏名 所属

電話番号

※貸主が記入する場合は、氏名、所在地、電話番号のみを記載してください。

入居者

氏名

生年月日 年 月 日

家族状況 単身 ・ 複数

入居開始年月日 年 月 日

入居している賃貸住宅

名称

所在地

家賃 円

※１ 住宅手当の支給額は、市が定める住宅手当基準額を上限とし（限度額： 円）、収入に

応じた額となります。

※２ 共益費･管理費は住宅手当の対象になりませんので、家賃には含めずに記載してください。

振込口座

フリガナ

口座名義

金融機関名

支店名

口座種別 普通 ・ 当座

住宅手当の振込先 貸主又は貸主か

ら委託を受けた

事業者の振込口

座

口座番号

（住宅手当支給申請者 本人記入欄）
入居している賃貸住宅は上記のとおりです。
私の個人情報が、住宅手当の支給を行うために必要となる範囲内で、大和高田市役所、大和高田公

共職業安定所及び大和高田市社会福祉協議会の間で相互利用されることについて同意します。
住宅手当の支給は、貸主又は貸主から委託を受けた事業者等の口座へ振り込まれることにより、私

への支給となることについて同意します。

年 月 日

氏名 印

居所

電話番号

（注意事項）

住宅手当支給申請者は、賃貸住宅の賃貸借契約の写しを添付して、この通知書を大和高田市役所に
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提出してください。

様式第３号（第７条、第８条関係）

住宅手当支給対象者証明書

下記の者が住宅手当支給の対象者の要件に適合していることを証明します。

年 月 日

大和高田市長 印

（担当）

（電話番号）

本人関係

フリガナ

氏名

生年月日 年 月 日

現在の居所

電話番号

入居予定の賃貸住宅

名称

所在地

入居予定日 年 月 日

住宅手当支給予定額

支給予定額 月額 円

（注意事項）

この証明書の有効期限は、入居予定日の１か月後までとします。

様式第４号（第７条、第８条、第１６条関係）

住宅手当不支給通知書
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第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付で申請のあった住宅手当について、下記の理由により不支給となっ

たので通知します。

記

不支給の理由

様式第５号（第７条関係）

住宅確保報告書

私は、下記のとおり住宅を確保することができましたので、賃貸借契約書の写し及び新住所に

おける住民票の写しを添付して報告します。

大和高田市長 殿

年 月 日

フリガナ

氏名 印

電話番号

入居した賃貸住宅

名称

住所 〒

入居日 年 月 日

総合支援資金（住宅入居費）（大和高田市社会福祉協議会による貸付け）を利用した場合

初期費用の貸付実行日

（資金振込日）
年 月 日

（注意事項）

１ この報告書は、入居日から７日以内に、住宅手当支給申請の手続を行った大和高田市役所に、

入居した賃貸住宅の賃貸借契約書の写し及び新住所における住民票の写しを添付して提出して

ください（郵送可）。

２ 住宅手当の支給の対象となった賃貸住宅に入居しない場合又は支給期間内に退去する場合は、

既に支給した住宅手当の返還義務が生じることがあります。入居できない又は退去しなければな

らないやむを得ない事情が発生した場合は、必ず事前に大和高田市役所に相談してください。

様式第６号（第９条、第１１条関係）

常用就職届

私は、就職活動を行った結果、下記のとおり雇用期間の定めがない就職又は６か月以上の雇用

期間が見込まれる就職をしたので届け出ます。
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この就職によって、住宅手当が支給中止となる収入要件を超える月収入が得られた場合は、収

入が得られた月の翌々月分以降の家賃相当分から住宅手当の支給が中止されることについて了解

します。

大和高田市長 殿

年 月 日

フリガナ

氏名 印

住所

電話番号

就職先

フリガナ

事業所名

事業所の住所

就職日 年 月 日

住宅手当の支給状況

住宅入居日

支給期間 年 月（ 年 月家賃相当分）から

年 月（ 年 月家賃相当分）まで

支給額 月額 円

添付書類

収入見込額が確認できる書類

（注意事項）

この報告を行った月以降、収入額を確認することができる書類を、毎月提出してください。

様式第７号（第９条、第１６条関係）

住宅手当支給決定通知書

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付で申請された住宅手当について、下記のとおり決定したので通知し

ます。

記

１ 支給額 月額 円

２ 支給期間 年 月（ 年 月家賃相当分）から

年 月（ 年 月家賃相当分）まで

３ 支給方法 住宅の貸主又は貸主から委託を受けた事業者の口座に振り込むこと

により、支給決定者に対する支給とする。

４ 支給対象となる住宅 名称

所在地

（注意事項）

１ 住宅手当の受給期間中、次の①から③までの常用就職に向けた就職活動を怠っている場合は、手

当の支給を中止することがあります。

① 毎月１回以上、公共職業安定所へ出向いて職業相談を受けること。
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② 毎月２回以上、大和高田市住宅確保・就労支援員等による面接等の支援を受けること。

③ 原則週１回以上、求人先へ応募を行う、又は求人先の面接を受けること。

２ 住宅手当の受給期間中に就職した場合は、「常用就職届（様式第６号）」を提出してください。

３ 住宅手当の受給期間中に収入が減少した結果、単身世帯であれば８．４万円以下、３人以上世帯

であれば１７．２万円以下に至った場合は、申請により支給額の変更が可能です。

様式第７－２号（第１２条関係）

住宅手当支給変更決定通知書

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付大高 第 号で支給決定を行った住宅手当については、

年 月 日付住宅手当支給変更申請書に基づき、下記のとおり変更決定したので通知しま

す。

記

１ 変更支給額 月額 円

２ 変更後の家賃に対する支給期間

年 月（ 年 月家賃相当分）から

年 月（ 年 月家賃相当分）まで

３ 変更理由

４ 支給対象となる住宅 名称

所在地

様式第７－３号（第１６条関係）

住宅手当支給決定通知書（期間延長用）

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付で申請された住宅手当について、下記のとおり決定したので通知し

ます。

記

１ 支給額 月額 円

２ 支給期間 年 月（ 年 月家賃相当分）から

年 月（ 年 月家賃相当分）まで

３ 支給方法 住宅の貸主又は貸主から委託を受けた事業者の口座に振り込むこと

により、支給決定者に対する支給とする。

４ 支給対象となる住宅 名称

所在地

（注意事項）

１ 住宅手当の受給期間中、次の①から③までの常用就職に向けた就職活動を怠った場合は、住宅手
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当の支給を中止することがあります。

① 毎月１回以上、公共職業安定所へ出向いて職業相談を受けること。

② 毎月２回以上、大和高田市住宅確保・就労支援員等による面接等の支援を受けること。

③ 原則週１回以上、求人先へ応募を行う、又は求人先の面接を受けること。

２ 住宅手当の受給期間中に就職した場合は、「常用就職届（様式第６号）」を提出してください。

３ 住宅手当の受給期間中に収入が減少した結果、単身世帯であれば８．４万円以下、３人以上世帯

であれば１７．２万円以下に至った場合は、申請により支給額の変更が可能です。

様式第８号（第１４条関係）

住宅手当支給中止通知書

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付大高 第 号により支給決定した住宅手当について、下記のと

おり支給を中止することとしたので通知します。

記

１ 支給中止時期 年 月から

（ 年 月家賃相当分から）

２ 支給中止の理由

様式第９号（第１３条関係）

住宅手当支給停止届

私は、下記のとおり訓練・生活支援給付を受給することになりましたので、届け出ます。

この届出によって、住宅手当の支給が停止されることについて了解します。

大和高田市長 殿

年 月 日

フリガナ

氏名 印

住所

電話番号

訓練・生活支援給付受給決定状況

受給資格者証交付年月日 年 月 日

受給資格者番号

開始（予定）日 年 月 日

終了（予定）日 年 月 日

住宅手当の支給状況

支給開始月 年 月（ 年 月家賃相当分）から

支給額 月額 円
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添付書類

訓練・生活支援給付受給資格者証の写し

様式第９－２号（第１３条関係）

住宅手当支給停止通知書

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付大高 第 号で申請により支給決定した住宅手当について、下記の

とおり支給を停止することとしたので通知します。

記

１ 支給停止時期 年 月から

（ 年 月家賃相当分）から

２ 支給停止の理由 訓練・生活支援給付を受給することとなったため

（注意事項）

１ 停止期間中に常用就職した場合は、「常用就職届（様式第６号）」を大和高田市役所に提出してく

ださい。

２ 訓練・生活支援給付の受給終了後、残月分の住宅手当の支給を受けることが可能です。希望する

場合は、訓練・生活支援給付の受給終了日までに、「住宅手当支給再開届（様式第９－３号）」を大

和高田市役所に提出してください。

３ 訓練・生活支援給付の受給終了日までに、「住宅手当支給再開届（様式第９－３号）」の提出がな

い場合、中止決定を行う場合があります。

様式第９－３号（第１３条関係）

住宅手当支給再開届

私は、下記のとおり訓練・生活支援給付の受給が終了することになりましたので、届け出ます。

住宅手当の支給再開を希望します。

大和高田市長 殿

年 月 日

フリガナ

氏名 印

住所

生年月日

電話番号

訓練・生活支援給付受給状況

受給資格者番号

受給開始日 年 月 日

受給終了（予定）日 年 月 日



平成２２年５月１０日（月） 大 和 高 田 市 公 報 第２５６号

45

（添付書類）

・届出時に居住している住宅の契約書の写し

・訓練への出席日数が不足している等の理由により、訓練・生活支援給付が不支給となった者

については、中央職業能力開発協会から送付を受けた「訓練・生活支援給付不支給決定通知

書」

様式第９－４号（第１３条関係）

住宅手当支給再開通知書

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付大高 第 号により支給停止した住宅手当について、下記のとお

り支給を再開することとしたので通知します。

記

１ 支給額 月額 円

２ 支給再開期間 年 月（ 年 月家賃相当分）から

年 月（ 年 月家賃相当分）まで

告示第２６号

大和高田市更生訓練費支給要綱を次のように定める。

平成２２年３月１９日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市更生訓練費支給要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第

１３項に規定する自立訓練（生活訓練を除く。以下「自立訓練」という。）又は同条第１４項に規

定する就労移行支援（以下「就労移行支援」という。）を利用している者及び法附則第４１条第１

項に規定する身体障害者更生援護施設（身体障害者療護施設を除く）に入所し、又は通所している

者に対して更生訓練費を支給することについて、必要な事項を定めるものとする。

（支給対象者）

第２条 支給の対象となる者（以下「支給対象者」という。）は、本市が法第１９条第１項の規定によ

り介護給付等の支給決定をした者のうち就労移行支援又は自立訓練を利用している者及び法附則

第２１条第１項に規定する指定旧法施設支援を受けている身体障害者のうち更生訓練を受けてい

る者並びに身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１８条第２項の規定により施設に入

所の措置又は入所の委託をされて更生訓練を受けている者で、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。

（１） 障害者自立支援法施行令（平成１８年政令第１０号）に基づく指定障害者福祉サービス等

に係る負担上限月額が０円となる者

（２） 身体障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則（昭和６３年規則第３号）に基づ

く措置に係る徴収金が０円となる者

（更生訓練費の使途）
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第３条 更生訓練費の使途は、実習及び訓練を受けるために必要な文房具、物品の購入等に要する費

用とする。

（更生訓練費の額）

第４条 更生訓練費の支給額は、月ごとに、次の各号に掲げる経費の区分に応じ当該各号に定める額

を合算して得た額とする。

（１） 訓練のための経費 別表に定める額

（２） 通所のための経費 日額２８０円に訓練を受けるために通所した日数を乗じて得た額と支

給対象者の当該月の実支出額のいずれか低い方の額

（支給申請）

第５条 更生訓練費の支給対象者は、支給申請手続及び更生訓練費の受領について、施設の長に書面

により委任し、受任した施設の長は、毎月１５日までに、既に訓練が終了した前月分について、更

生訓練費支給申請書兼請求書（様式第１号）により市長に申請しなければならない。

（支給の決定等）

第６条 市長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、更生訓練費を支給することが

適当と認めた場合は速やかに更生訓練費を支給するものとし、更生訓練費を支給することが不適当

と認めた場合は更生訓練費支給申請却下通知書（様式第２号）により施設の長に通知するものとす

る。

２ 前項の規定による更生訓練費の支給をしたときは、施設の長に対し更生訓練費の支給決定の通知

をしたものとみなす。

（更生訓練費の返還等）

第７条 市長は、支給対象者又は支給決定を受けた施設の長が次の各号のいずれかに該当するときは、

更生訓練費の支給決定を取り消し、既に支給した更生訓練費があるときは、当該更生訓練費を返還

させるものとする。

（１） 偽りその他不正な手段により更生訓練費の支給決定を受け、又は更生訓練費の支給を受け

たとき。

（２） この告示の規定に違反したとき。

２ 前項の規定により更生訓練費の返還を求められた者は、直ちに当該更生訓練費を返還しなければ

ならない。

（委任）

第８条 この告示に定めるもののほか、この告示の実施に関し必要な事項は、市長が定める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、告示の日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の際既になされた更生訓練費の支給は、この告示の相当規定に基づきなされたも

のとみなす。

別表

訓練に従事した日が１

５日以上の場合

訓練に従事した日が１

５日未満の場合

指定旧肢体不自由者更生施設

指定旧視覚障害者更生施設（あん摩、はり、

きゅう科を除く。）

指定旧聴覚・言語障害者更生施設

指定旧内部障害者更生施設

自立訓練事業所

６，３００円 ３，１５０円

指定特定旧身体障害者授産施設 ３，１５０円 １，６００円
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指定特定旧身体障害者通所授産施設

就労移行支援事業所

様式第１号（第５条関係）

更生訓練費支給申請書兼請求書

（ 年 月分）

訓練のための経費 通所のための経費
支給対象者名

訓練日数 単価 金額 通所日数 単価 金額
備考

更生訓練費支給申請（請求）額 円

内訳 訓練のための経費計 円

通所のための経費計 円

支給対象者からの委任に基づき、 年 月分の更生訓練費の支給を申請（請求）しま

す。なお、上記については、事実と相違ないことを証明します。

年 月 日

大和高田市長 殿

（申請者） 住所又は所在地

施設名

施設の長職氏名 印

電話番号

様式第２号（第６条関係）

更生訓練費支給申請却下通知書

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付けで申請のあった更生訓練費支給申請について、下記の理由で却下するこ

ととなりましたので通知します。

記

却下する理由

告示第２７号

大和高田市事務処理安定化支援事業補助金交付要綱を次のように定める。

平成２２年３月１９日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市事務処理安定化支援事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）の施行に
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伴う事務処理に係る事務が定着するまでの間、事務職員を効果的に配置した場合に、事務処理安定

化支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるもの

とする。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１） 障害福祉サービス事業所 法第５条第１項に規定する事業のうち、療養介護、生活介護、

児童デイサービス、共同生活介護、施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援及び

共同生活援助を行う事業所及び法附則第２１条に規定する特定旧法指定施設をいう。

（２） 常勤換算 障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運

営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）第２条第１５号に規定する常勤換算方法

をいう。

（補助対象事業所）

第３条 障害福祉サービス事業所（以下「事業所」という。）が、申請年度の７月１日の時点において、

次の各号に掲げる区分に応じて当該各号に定める人数以上の事務職員を配置した場合に、補助を行

うものとする。

（１） 定員６０人以下の事業所 常勤換算で２人

（２） 定員６１人以上８０人以下の事業所 常勤換算で３人

（３） 定員８１人以上の事業所 常勤換算で４人

２ 前項の規定にかかわらず、地方公共団体が設置した施設（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第３項に規定する指定管理者の制度等により、社会福祉法人等へ運営を委託する施

設を除く。）、国の所管に属する独立行政法人国立病院機構の設置する施設及び児童福祉法（昭和２

２年法律第１６４号）第７条第６項に規定する指定医療機関は、補助の対象としないものとする。

３ 多機能型の事業所及び主たる事業所と従たる事業所を設置している事業所は一の事業所として扱

うものとし、各事業所の定員及び事務職員を合算の上、第１項第１号から第３号までの要件を満た

す場合に補助の対象とするものとする。

４ 事業所を運営する法人がある場合は、当該法人の本部に設置している事務職員は、第１項の事務

職員の数に含めないものとする。

５ 補助金の交付は、平成２１年度から平成２３年度までの間において、１事業所につき１回に限る

ものとする。

（補助対象経費及び補助金の額）

第４条 補助対象経費は、事務職員を配置するために要する報酬、給料、職員手当、共済費、賃金及

び報償費とする。

２ 補助金の額は、法第１９条第１項の規定により本市の介護給付等の支給決定を受けた利用者の７

月の実利用者の人数に、次の各号に掲げる事業所の区分に応じて当該各号に定める額を乗じて得た

額と前項の補助対象経費の合計額のいずれか少ない額とする。

（１） 実利用者数６０人以下の事業所 ２０，０００円

（２） 実利用者数６１人以上８０人以下の事業所 １５，０００円

（３） 実利用者数８１人以上の事業所 １０，０００円

（補助金の交付申請）

第５条 補助金の交付を受けようとする事業所（以下「申請者」という。）は、市長が別に定める日ま

でに、事務処理安定化支援事業補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）及び７月における利用者

実績表（様式第２号）に次に掲げる書類を添付し、市長に申請しなければならない。

（１） 都道府県知事が補助の要件に該当するものとして認めたことを確認できる書類

（２） 申請年度の７月における事務職員の出勤が確認できる書類

（３） 事務職員の配置状況及び勤務体制が確認できる書類
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（補助金の決定）

第６条 市長は、前条の申請書等を受理したときは、その内容を審査し、補助金を交付することが適

当と認めた場合は事務処理安定化支援事業補助金交付決定通知書（様式第３号）により、補助金を

交付することが不適当と認めた場合は事務処理安定化支援事業補助金交付申請却下通知書（様式第

４号）により申請者に通知するものとする。

（補助金の交付）

第７条 市長は、前条の規定により補助金を交付することを決定したときは、当該決定を受けた申請

者（以下「補助決定者」という。）に対し、速やかに補助金を交付するものとする。

（利用者負担の禁止）

第８条 補助決定者は、当該補助金の対象となる経費について、利用者からの負担を求めてはならな

い。

（補助金の返還等）

第９条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定を取り消し、

既に交付した補助金があるときは、当該補助金を返還させるものとする。

（１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付を受けたとき。

（２） この告示の規定に違反したとき。

２ 前項の規定により補助金の返還を求められた補助決定者は、直ちに当該補助金を返還しなければ

ならない。

（補則）

第１０条 この告示に定めるもののほか、この告示の実施に関し必要な事項は、市長が定める。

附 則

（施行期日等）

１ この告示は、告示の日から施行し、平成２１年度分から平成２３年度分までの予算に係る補助金

に適用する。

（この告示の失効）

２ この告示は、平成２４年５月３１日限り、その効力を失う。

様式第１号（第５条関係）

事務処理安定化支援事業補助金交付申請書兼請求書

年 月 日

大和高田市長 殿

（申請者） 住所又は所在地

事業所名

代表者職氏名 印

電話番号

事務処理安定化支援事業補助金の交付を受けたいので、次のとおり必要書類を添えて申請します。

申請（請求）額 円

申請（請求）額の内訳

① ② ①×②
支援の種類

利用者数（※１） 補助単価（※２） 補助金の額

人 円 円

添付書類

１ 都道府県知事が補助の要件に該当するものとして認めたことを確認できる書類



平成２２年５月１０日（月） 大 和 高 田 市 公 報 第２５６号

50

２ 申請年度の７月における事務職員の出勤が確認できる書類

３ 事務職員の配置状況及び勤務体制が確認できる書類

備考

１ 利用者数（※１）は、大和高田市の介護給付等の支給決定を受けた利用者の７月の実利用者の

人数を記入し、７月における利用者実績表（様式第２号）の合計と一致していること。

２ 補助単価（※２）

（１） 実利用者数６０人以下の事業所 ２０，０００円

（２） 実利用者数６１人以上８０人以下の事業所 １５，０００円

（３） 実利用者数８１人以上の事業所 １０，０００円

様式第２号（第５条関係）

７月における利用者実績表

（ 年）

事業所番号 事業所名

№ 利用者氏名 受給者番号 支援の種別

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

様式第３号（第６条関係）

事務処理安定化支援事業補助金交付決定通知書

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付けで申請のあった事務処理安定化支援事業補助金交付申請について、下記

のとおり交付することを決定しましたので通知します。
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記

補助金交付決定額 円

様式第４号（第６条関係）

事務処理安定化支援事業補助金交付申請却下通知書

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付けで申請のあった事務処理安定化支援事業補助金交付申請について、下記

の理由で却下することとなりましたので通知します。

記

却下する理由

告示第２８号

大和高田市新事業移行促進事業補助金交付要綱を次のように定める。

平成２２年３月１９日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市新事業移行促進事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）

の規定による新たな福祉サービス体系を行う事業所（以下「新体系事業所」という。）に移行した場

合に、当該移行に伴う費用の増加等に対応できるよう新事業移行促進事業補助金（以下「補助金」

という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条 この告示において使用する用語は、法及び障害者自立支援法施行規則（平成１８年厚生労働

省令第１９号）において使用する用語の例による。

（補助対象事業所）

第３条 補助対象となる事業所（以下「補助対象事業所」という。）は、本市が法第１９条第１項の規

定により介護給付等の支給決定をした者が生活介護、施設入所支援、自立訓練（機能訓練）、自立

訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型の支援を受けた事業所

とする。

（補助金の額）

第４条 補助金の額は、特定旧法指定施設が新体系事業所に移行した日の属する月に限り、当該月の

利用者の人数に応じて次項及び第３項に規定する額とする。

２ 生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は

就労継続支援Ｂ型（障害者支援施設において行われる支援を含む。）を行う事業所に対する補助金

の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる額とする。

（１） 平成２１年度 １人当たり６，０００円

（２） 平成２２年度 １人当たり５，７００円

（３） 平成２３年度 １人当たり５，４００円

３ 施設入所支援を行う事業所に対する補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲

げる額とする。

（１） 平成２１年度 １人当たり５，０００円
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（２） 平成２２年度 １人当たり４，７５０円

（３） 平成２３年度 １人当たり４，５００円

（補助金の交付申請）

第５条 補助金の交付を受けようとする補助対象事業所（以下「申請者」という。）は、新体系事業所

に移行した日の属する月の翌月の１０日までに、新事業移行促進事業補助金交付申請書兼請求書

（様式第１号）に次に掲げる書類を添付し、市長に申請しなければならない。

（１） 障害福祉サービス事業所等の指定通知の写し

（２） 新体系事業所に移行した月の利用者名及び人数が確認できる書類

（補助金の決定）

第６条 市長は、前条の申請書等を受理したときは、その内容を審査し、補助金を交付することが適

当と認めた場合は新事業移行促進事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、補助金を交付

することが不適当と認めた場合は新事業移行促進事業補助金交付申請却下通知書（様式第３号）に

より申請者に通知するものとする。

（補助金の交付）

第７条 市長は、前条の規定により補助金を交付することを決定したときは、当該決定を受けた申請

者（以下「補助決定者」という。）に対し、速やかに補助金を交付するものとする。

（利用者負担の禁止）

第８条 補助決定者は、当該補助金の対象となる経費について、利用者からの負担を求めてはならな

い。

（補助金の返還等）

第９条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定を取り消し、

既に交付した補助金があるときは、当該補助金を返還させるものとする。

（１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付を受けたとき。

（２） この告示の規定に違反したとき。

２ 前項の規定により補助金の返還を求められた補助決定者は、直ちに当該補助金を返還しなければ

ならない。

（補則）

第１０条 この告示に定めるもののほか、この告示の実施に関し必要な事項は、市長が定める。

附 則

（施行期日等）

１ この告示は、告示の日から施行し、平成２１年度分から平成２３年度分までの予算に係る補助金

に適用する。

（この告示の失効）

２ この告示は、平成２４年５月３１日限り、その効力を失う。

様式第１号（第５条関係）

新事業移行促進事業補助金交付申請書兼請求書

年 月 日

大和高田市長 殿

（申請者） 住所又は所在地

事業所名

代表者職氏名 印

電話番号

新事業移行促進事業補助金の交付を受けたいので、次のとおり必要書類を添えて申請します。

申請（請求）額 円

新体系事業所に移行した年月日 年 月 日
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申請（請求）額の内訳

支援の種類 利用者数（※１） 補助単価（※２） 補助金の額

生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓

練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続

支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型（障害者

支援施設において行われる支援を含む。）

人 円 円

施設入所支援 人 円 円

合計 円

添付書類

１ 障害福祉サービス事業所等の指定通知の写し

２ 新体系事業所に移行した月の利用者名及び人数が確認できる書類

備考

１ 利用者数（※１）は、新体系事業所に移行した月の利用者の人数を記入すること。

２ 補助単価（※２）

生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活

訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労

継続支援Ｂ型（障害者支援施設において行われる

支援を含む。）を行う事業所

平成２１年度 １人当たり６，０００円

平成２２年度 １人当たり５，７００円

平成２３年度 １人当たり５，４００円

施設入所支援を行う事業所

平成２１年度 １人当たり５，０００円

平成２２年度 １人当たり４，７５０円

平成２３年度 １人当たり４，５００円

様式第２号（第６条関係）

新事業移行促進事業補助金交付決定通知書

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付けで申請のあった新事業移行促進事業補助金交付申請について、下記の

とおり交付することを決定しましたので通知します。

記

補助金交付決定額 円

様式第３号（第６条関係）

新事業移行促進事業補助金交付申請却下通知書

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付けで申請のあった新事業移行促進事業補助金交付申請について、下記の理

由で却下することとなりましたので通知します。
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記

却下する理由

告示第３２号

大和高田市地域移行支度経費支援事業補助金交付要綱を次のように定める。

平成２２年３月３０日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市地域移行支度経費支援事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、入所施設の入所者及び精神科病院の入院患者の地域生活の開始を促進するため、

地域での生活において必要となる物品の購入について支援を行う地域移行支度経費支援事業補助

金（以下「補助金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において「地域生活」とは、居宅（賃借住宅を含み、家族等との同居を除く。）又は

ケアホーム（障害福祉サービスのうち、共同生活介護を提供する事業所又は施設をいう。）、グルー

プホーム（障害福祉サービスのうち、共同生活援助を提供する事業所又は施設をいう。）若しくは

福祉ホーム（住居を必要としている障害者に低額な料金で居室等を提供するとともに、日常生活に

必要な支援を行う事業所又は施設をいう。）において生活することをいう。

（補助対象施設）

第３条 補助対象となる施設等は、次に掲げる施設、事業所、精神科病院（以下「補助対象施設」と

いう。）又は補助対象施設の運営法人とする。

（１） 障害者支援施設

（２） 旧身体障害者療護施設

（３） 旧身体障害者入所更生施設

（４） 旧身体障害者入所授産施設

（５） 旧知的障害者入所更生施設

（６） 旧知的障害者入所授産施設

（７） 宿泊型自立訓練事業所

（８） 精神障害者退院支援施設

（９） 旧知的障害者通勤寮

（１０） 精神科病院（精神科病院以外の病棟で精神病棟を有するものを含む。）

（１１） 精神障害者入所授産施設

（１２） 精神障害者生活訓練施設

（１３） 精神障害者福祉ホームＢ型

２ 前項の規定にかかわらず、地方公共団体が設置した施設（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第３項に規定する指定管理者の制度等により、社会福祉法人等へ運営委託をする場

合を除く。）、国の所管に属する独立行政法人国立病院機構の設置する施設及び児童福祉法（昭和２

２年法律第１６４号）第７条第６項に規定する指定医療機関は、補助の対象としないものとする。

（補助基準）

第４条 市長は、補助対象施設の入所者又は入院患者（以下「対象者」という。）が地域生活を開始す

るために必要な物品を購入するために要する経費について、補助対象施設に対して補助金の交付を

行うものとする。
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２ 補助基準額は、対象者１人当たり３０，０００円以内とする。

（補助金の額等）

第５条 補助金の額は、次条第３号の対象経費から寄付金その他の収入額を控除した額と前条第２項

の補助基準額のいずれか少ない額とする。ただし、その額に１，０００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てた額とする。

２ 補助金の交付は、対象者１人につき１回限りとする。

（補助対象経費等）

第６条 補助金の算出に係る対象者、対象物品及び対象経費は、次に掲げるとおりとする。

（１） 対象者は、補助対象施設に２年以上入所又は入院（以下「入所等」という。）している者

で、当該施設を退所又は退院（以下「退所等」という。）し、居宅（家族等との同居の場合を除

く。）、ケアホーム、グループホーム又は福祉ホームにおいて地域生活を開始しようとものとする。

（２） 対象物品は、対象者が地域生活を開始するに当たり必要となる物品（布団、枕、シーツ等

の寝具、タオル、照明器具、食器類等であって、ケアホーム等の共用物品を除く。）とする。

（３） 対象経費は、補助対象施設が原則として対象者の退所等の前後１月の期間内に対象物品を

新たに購入し、対象者に現物支給をする場合の当該物品の購入に要した経費とする。

（補助金の交付申請）

第７条 補助金の交付を受けようとする補助対象施設（以下「申請者」という。）は、地域移行支度経

費支援事業補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付し、市長に申請しな

ければならない。

（１） ケア計画（検討）表、週間ケア計画表、サービス利用計画書その他対象者が地域生活を開

始することが適していること証明する書類

（２） 地域移行支度経費支援事業補助金所要額調書（様式第２号）

（３） 物品の購入に係る領収証（対象施設名、領収年月日、店名、物品の品目及び金額が明確な

もの）の写し

（４） 対象者が補助対象施設に２年以上入所等していたことが確認できる書類

（５） 対象者が地域生活を開始したことが確認できる書類

（６） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（補助金の決定）

第８条 市長は、前条の申請書等を受理したときは、その内容を審査し、補助金を交付することが適

当と認めた場合は地域移行支度経費支援事業補助金交付決定通知書（様式第３号）により、補助金

を交付することが不適当と認めた場合は地域移行支度経費支援事業補助金交付申請却下通知書（様

式第４号）により申請者に通知するものとする。

（補助金の交付）

第９条 市長は、前条の規定により補助金を交付することを決定したときは、当該決定を受けた申請

者（以下「補助決定者」という。）に対し、速やかに補助金を交付するものとする。

（利用者負担の禁止）

第１０条 補助決定者は、当該補助金の対象となる経費について、利用者からの負担を求めてはなら

ない。

（補助金の返還等）

第１１条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定を取り消

し、既に交付した補助金があるときは、当該補助金を返還させるものとする。

（１） 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付を受けたとき。

（２） この告示の規定に違反したとき。

２ 前項の規定により補助金の返還を求められた補助決定者は、直ちに当該補助金を返還しなければ

ならない。
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（補則）

第１２条 この告示に定めるもののほか、この告示の実施に関し必要な事項は、市長が定める。

附 則

（施行期日等）

１ この告示は、告示の日から施行し、平成２１年度分から平成２３年度分までの予算に係る補助金

に適用する。

（この告示の失効）

２ この告示は、平成２４年５月３１日限り、その効力を失う。

様式第１号（第７条関係）

地域移行支度経費支援事業補助金交付申請書兼請求書

年 月 日

大和高田市長 殿

（申請者） 住所又は所在地

施設等の名称

代表者職氏名 印

電話番号

地域移行支度経費支援事業補助金の交付を受けたいので、次のとおり必要書類を添えて申請します。

対象者氏名

対象者の入所等の日 年 月 日

地域生活の種別（該当するものに○） 居宅・ケアホーム・グループホーム・福祉ホーム

地域生活先 住所

名称

地域生活開始（予定）日 年 月 日

（物品１） 円

（物品２） 円

経費の内訳

（物品３） 円

合 計 円

添付書類

１ ケア計画（検討）表、週間ケア計画表、サービス利用計画書その他対象者が地域生活を開始

することが適していること証明する書類

２ 地域移行支度経費支援事業補助金所要額調書（様式第２号）

３ 物品の購入に係る領収証（対象施設名、領収年月日、店名、物品の品目及び金額が明確なも

の）の写し

４ 対象者が補助対象施設に２年以上入所等していたことが確認できる書類（入所期間又は入院

期間の証明書、障害福祉サービス受給者証の写し等）

５ 対象者が地域生活を開始したことが確認できる書類（賃貸借契約書、障害福祉サービス受給

者証の写し、定期病状報告書等）

備考

対象者１人につき１枚作成すること。

様式第２号（第７条関係）

地域移行支度経費支援事業補助金所要額調書
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１ 補助金所要額

対象者数

補助対象経費

（物品購入額）

（Ａ）

寄附金その

他の収入額

（Ｂ）

（Ａ）から

寄附金その

他の収入額

を控除した

額

（Ｃ）

補助基準額

（対象者×

３０千円）

（Ｄ）

補助所要額

（Ｃ）と（Ｄ）

を比較して

少ない方の

額（千円未満

切捨て）

備考

人 円 円 円 円 円

２ 補助対象経費の積算内訳

経費区分 補助対象経費 積算内訳

物品購入経費

（対象者、購入物品詳細）

合計 円

様式第３号（第８条関係）

地域移行支度経費支援事業補助金交付決定通知書

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付けで申請のあった地域移行支度経費支援事業補助金交付申請について、下

記のとおり交付することを決定しましたので通知します。

記

補助金交付決定額 円

様式第４号（第８条関係）

地域移行支度経費支援事業補助金交付申請却下通知書

第 号

年 月 日

様

大和高田市長 印

年 月 日付けで申請のあった地域移行支度経費支援事業補助金交付申請について、下

記の理由で却下することとなりましたので通知します。

記

却下する理由

告示第３６号

大和高田市特定随意契約対象者の登録に関する要綱を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市特定随意契約対象者の登録に関する要綱
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（趣旨）

第１条 この告示は、市が地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第

１６７条の２第１項第３号及び第４号の規定による随意契約（以下「特定随意契約」という。）を

行うことができる特定随意契約対象者を登録することにより、契約における機会の均等、公平性及

び透明性を確保することを目的とし、当該登録等に必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において、「特定随意契約対象者」とは、次に掲げるものをいう。

（１） 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５条第１２項に規定する障害者支援施

設、同条第２１項に規定する地域活動支援センター、同条第１項に規定する障害福祉サービス事

業（同条第６項に規定する生活介護、同条第１４項に規定する就労移行支援又は同条第１５項に

規定する就労継続支援を行う事業に限る。）を行う施設若しくは小規模作業所（障害者基本法（昭

和４５年法律第８４号）第２条に規定する障害者の地域における作業活動の場として同法第１５

条第３項の規定により必要な費用の助成を受けている施設をいう。）

（２） 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）第４１条第１項に規

定するシルバー人材センター連合及び同条第２項に規定するシルバー人材センター

（３） 母子及び寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第６項に規定する母子福祉団体

（４） 施行令第１６７条の２第１項第４号の規定により新商品の生産により新たな事業分野の開

拓を図る者として市長の認定を受けた者（以下「新事業分野開拓事業者」という。）

（登録の対象となる者）

第３条 特定随意契約対象者は、本市に所在するものでなければならない。

（届出書の提出）

第４条 特定随意契約の相手方になろうとする者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る課（以下「事業担当課」という。）に特定随意契約対象者名簿登録届出書（様式第１号）に物品・

役務届出書（様式第２号）及び口座振替届出書（様式第３号）を添えて提出しなければならない。

（１） 障害者支援施設等 福祉部社会福祉課

（２） シルバー人材センター連合等 市民部まちづくり振興室産業振興課

（３） 母子福祉団体 福祉部児童福祉課

（４） 新事業分野開拓事業者 市民部まちづくり振興室産業振興課

２ 前項の登録届出書等の提出は、随時受け付けるものとする。

（名簿の作成）

第５条 事業担当課の長は、前条の規定による登録届出書等の提出があったときは、その内容を審査

し、適当と認めるときは、特定随意契約対象者名簿（様式第４号。以下「名簿」という。）を作成

し、対象となる物品又は役務を記載しなければならない。

（変更及び廃止等の届出）

第６条 名簿に登録された者は、名簿の登載内容について変更が生じたときは特定随意契約対象者名

簿変更届出書（様式第５号）を、廃止又は休止するときは特定随意契約対象者名簿廃止等届出書（様

式第６号）を事業担当課に提出しなければならない。

（補則）

第７条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。

附 則

１ この告示は、告示の日から施行する。

２ この告示の施行の日から障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）附則第１条第３号に掲

げる規定の施行の日の前日までの間は、第２条第１号中「障害福祉サービス事業を行う施設」とあ

るのは、「障害福祉サービス事業を行う施設、障害者自立支援法附則第４１条第１項、第４８条若

しくは第５８条第１項の規定によりなお従前の例により運営をすることができることとされた同
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法附則第３５条の規定による改正前の身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第２９条に

規定する身体障害者更生施設、同法第３１条に規定する身体障害者授産施設（身体障害者福祉工場

を含む。）、障害者自立支援法附則第４６条の規定による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律（昭和２５年法律第１２３号）第５０条の２第３項に規定する精神障害者授産施設、同条

第５項に規定する精神障害者福祉工場、障害者自立支援法附則第５２条の規定による改正前の知的

障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第２１条の６に規定する知的障害者更生施設若しくは同

法第２１条の７に規定する知的障害者授産施設（知的障害者福祉工場を含む。）」とする。

様式第１号（第４条関係）

特定随意契約対象者名簿登録届出書

年 月 日

大和高田市長 殿

届出者 所在地

施設・団体名

代表者職・氏名 印

大和高田市特定随意契約対象者の登録に関する要綱第４条の規定により、次のとおり届け出ます。

なお、この届出書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

１．種類（該当するものに「レ」を入れてください。）

□ 障害者支援施設

□ 地域活動支援センター

□ 障害福祉サービス事業を行う施設

□ 小規模作業所

□ シルバー人材センター連合又はシルバー人材センター

□ 母子福祉団体

□ 新事業分野開拓事業者

２．概要

所在地
（郵便番号 － ）

大和高田市

施設・団体名

代表者職・氏名

定員及び

利用者人数

定員： 人 利用者人数： 人

（ 年 月 日）

電話番号及び

ＦＡＸ番号
TEL（ － － ）FAX（ － － ）

連絡担当者氏名

及び電話番号
氏名 TEL（ － － ）

様式第２号（第４条関係）

物品・役務届出書

年 月 日

大和高田市長 殿

届出者 （ － ）

所在地

施設・団体名
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代表者職・氏名 印

電話番号 （ － － ）

大和高田市特定随意契約対象者の登録に関する要綱第４条の規定により、次のとおり届け出ます。

物品

役務

区分

物品又は役務の名称
単位

（個・組等）

価格

（円）

物品の内容（素材・

特徴等）又は役務内

容・条件等

その他

特記事項

＜添付書類＞物品の概要等が分かる資料（パンフレット等）があれば添付してください。

様式第３号（第４条関係）

口座振替届出書

年 月 日

大和高田市長 殿

届出者 （ － ）

所在地

施設・団体名

代表者職・氏名 印

大和高田市特定随意契約対象者の登録に関する要綱第４条の規定により、次のとおり届け出ます。

・口座振替（自動払込）を希望する指定口座（金融機関とゆうちょ銀行の併用はできませんので、

どちらか一方に記入してください。）

金 融 機 関 銀行・信金・農協・労金 店・支店・支所・出張所
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種目 口座番号（右詰め）

（ ゆ う ち ょ 銀 行 以 外 ） １ 普通 ２ 当座 ３ 納税

通帳記号 通帳番号（右詰め）

１ ０ の

振込先口座番号 振込先加入者

ゆ う ち ょ 銀 行

― ― 大和高田市会計管理者

フ リ ガ ナ 電話番号

口 座 名 義 人 氏 名

届
出
印

様式第４号（第５条関係）

特定随意契約対象者名簿

電話番号

登録番号

施

設・

団体

名等

所在地
ＦＡＸ番号

物品
役務
区分

物品の内容

（素材・特徴

等）又は役務

内容・条件等

その他

特記事項

様式第５号（第６条関係）

特定随意契約対象者名簿変更届出書

年 月 日

大和高田市長 殿

届出者 （ － ）

所在地

施設・団体名

代表者職・氏名 印

電話番号 （ － － ）

大和高田市特定随意契約対象者の登録に関する要綱第６条の規定により、次のとおり届け出ます。

変更事項 旧 新
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施設・団体名

代表者職・氏名

所在地

電話番号

物品又は

役務内容等

その他

様式第６号（第６条関係）

特定随意契約対象者名簿廃止等届出書

年 月 日

大和高田市長 殿

届出者 （ － ）

所在地

施設・団体名

代表者職・氏名 印

電話番号（ － － ）

大和高田市特定随意契約対象者の登録に関する要綱第６条の規定により、次のとおり届け出ます。

廃止・休止年月日 年 月 日

廃止・休止の理由

その他

※ 廃止・休止どちらかに○をしてください。

告示第３７号

大和高田市障害者（児）移動支援事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市障害者（児）移動支援事業実施要綱の一部を改正する告示

大和高田市障害者（児）移動支援事業実施要綱（平成１８年告示第１２０号）の一部を次のように

改正する。

第１条中「要綱」を「告示」に改める。

第２条中「住所を有する」を「居住する」に改める。

第７条第２項中「利用者証を交付した日から１年間」を「前条第２項の規定による事業の利用の決

定をした日から翌年の当該日が属する月の末日までの期間を上限とする。ただし、当該決定を行った

日が月の初日の場合は、翌年の当該日が属する月の前月の末日までの期間を上限」に改め、同条に次

の１項を加える。

３ 利用者が有効期間満了後も引き続き事業を利用しようとするときは、有効期間満了の日の前３０

日までに前条第１項の規定による申請を行わなければならない。

第１４条中「要綱」を「告示」に改める。

様式第４号中

「

移動支援事業利用変更申請書
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大和高田市長 殿

申請者 住 所

氏 名 印

」を

「

移動支援事業利用変更申請書

大和高田市長 殿

年 月 日

申請者 住 所

氏 名 印

」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、平成２２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第７条第２項の規定は、この告示の施行の日（以下「施行日」という。）以後に交付す

る利用者証の有効期間について適用し、施行日前に交付した利用者証の有効期間については、なお

従前の例による。

告示第３８号

大和高田市日中一時支援事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市日中一時支援事業実施要綱の一部を改正する告示

大和高田市日中一時支援事業実施要綱（平成１８年告示第１２１号）の一部を次のように改正する。

第１条中「要綱」を「告示」に改める。

第２条中「住所を有する」を「居住する」に改める。

第３条を次のように改める。

（事業の実施）

第３条 事業は、障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）第７７条第１項に規定する指定生活介護事業者

又は第１１５条第１項に規定する指定短期入所事業所で次の各号のいずれにも該当するものの管

理者（以下「施設管理者」という。）に委託して行うものとする。

（１） 障害者等の障害の程度に応じた見守り等の支援を行うための適切な人員を確保し、配置す

ることができること。

（２） 日中一時支援に利用する居室等の施設について、適正な面積を確保し、安全及び衛生に配

慮していること。

（３） 安定的に日中一時支援を行うことができること。

第５条第２項中「決定の日から１年間」を「前条第２項の規定による事業の利用の決定をした日か

ら翌年の当該日が属する月の末日までの期間を上限とする。ただし、当該決定を行った日が月の初日

の場合は、翌年の当該日が属する月の前月の末日までの期間を上限」に改め、同条に次の１項を加え

る。

３ 利用者が有効期間満了後も引き続き事業を利用しようとするときは、有効期間満了の日の前３０

日までに前条第１項の規定による申請を行わなければならない。

第８条第１項中「受けようとする者」を「受けようとする施設管理者」に改める。
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第１３条中「要綱」を「告示」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、平成２２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの告示による改正前の大和高田市日中一

時支援事業実施要綱の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この告示による改正後の大

和高田市日中一時支援事業実施要綱（以下「改正後の要綱」という。）の規定によりなされた処分、

手続その他の行為とみなす。

３ 改正後の要綱第５条第２項の規定は、この告示の施行日以後に交付する利用者証の有効期間につ

いて適用し、施行日前に交付した利用者証の有効期間については、なお従前の例による。

告示第３９号

大和高田市手話通訳事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市手話通訳事業実施要綱の一部を改正する告示

大和高田市手話通訳事業実施要綱（平成１５年告示第１９号）の一部を次のように改正する。

第１条中「要綱」を「告示」に改める。

第５条第１項第１号中「住所を有し」を「居住し」に改める。

第１１条中「要綱」を「告示」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、平成２２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この告示の施行の日前にこの告示による改正前の大和高田市手話通訳事業実施要綱の規定により

なされた処分、手続その他の行為は、この告示による改正後の大和高田市手話通訳事業実施要綱の

規定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。

告示第４０号

大和高田市自転車駐車場条例（平成５年条例第１８号）に定める使用料の収納に関する事務を

下記の者に委託したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規

定により告示します。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１ 収納の事務を委託した者の住所、氏名

奈良県大和高田市池田４１８番地の１

社団法人 大和高田市シルバー人材センター

２ 委託した事務の範囲

（１） サイクルポート近鉄高田北に係る使用料の収納

（２） サイクルポート近鉄高田南に係る使用料の収納

（３） サイクルポートＪＲ高田に係る使用料の収納

（４） サイクルポートＪＲ高田西に係る使用料の収納

（５） サイクルポート高田市駅に係る使用料の収納

（６） サイクルポート松塚に係る使用料の収納
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（７） サイクルポート浮孔に係る使用料の収納

３ 期 間

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

４ 収納の方法

口答、掲示及び自動管理機器による収納

告示第４１号

大和高田市自動車駐車場条例（平成８年条例第２４号）に定める使用料の収納に関する事務を

下記の者に委託したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規

定により告示します。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１ 収納の事務を委託した者の住所、氏名

奈良県大和高田市池田４１８番地の１

社団法人 大和高田市シルバー人材センター

２ 委託した事務の範囲

（１） ＪＲ高田駅西側駐車場に係る使用料の収納

３ 期 間

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

４ 収納の方法

口答、掲示及び自動管理機器による収納

告示第４２号

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１１条及び大和高田

市自転車等の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第６条及び別表に定める

費用の収納に関する事務を下記の者に委託したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号）第１５８条第２項の規定により告示します。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１ 収納の事務を委託した者の住所、氏名

奈良県大和高田市池田４１８番地の１

社団法人 大和高田市シルバー人材センター

２ 委託した事務の範囲

（１） 高架下自転車保管所に係る移動費及び保管費の収納

３ 期 間

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

４ 収納の方法

口答、掲示による収納

告示第４３号

大和高田市男女共同参画推進本部設置要綱の一部を改正する告示を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市男女共同参画推進本部設置要綱の一部を改正する告示

大和高田市男女共同参画推進本部設置要綱（平成１１年告示第１３９号）の一部を次のように改正
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する。

第３条第３項中「、会計管理者」を削る。

第７条中「要綱」を「告示」に改める。

附 則

この告示は、平成２２年４月１日から施行する。

告示第４４号

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条の規定により自転車

等放置禁止区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第

１項の規定により告示します。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１．移動理由

自転車等放置禁止区域内に放置されていたため

２．移動年月日

平成２２年３月２日、同月４日、同月１０日、同月１６日、同月２３日、同月２５日、同月２９

日

３．移動対象区域

近鉄松塚駅・近鉄築山駅・近鉄大和高田駅・近鉄高田市駅・ＪＲ高田駅・近鉄浮孔駅周辺自転車

等放置禁止区域

４．保管場所

大和高田市曽大根

大和高田市高架下自転車保管所

５．引取期間

移動日から６０日間。ただし、祝日は除く。

６．引取時間

午前９時～正午・午後１時～午後５時

ただし、土曜日・日曜日は午前９時～正午

７．引取りのための必要事項

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証・保険証

等）をお持ちください。

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。

ア．移動費 ２，０００円

イ．保管費 １，０００円（ただし、移動日から１４日以内は無料）

８．連絡先

大和高田市役所 生活安全課 電話０７４５－２２－１１０１代表

告示第４５号

大和高田市違反広告物除却推進員制度実施要綱を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市違反広告物除却推進員制度実施要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、奈良県事務処理の特例に関する条例（平成１２年奈良県条例第３４号）に基づ

き、市が処理することとされた屋外広告物法（昭和２４年法律第１８９号。以下「法」という。）
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第７条第４項の規定による違反広告物の除却について、市民と行政が協働して行うことについて必

要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１） 路上等 市内における公衆の用に供する道路及び公園並びにこれらに附属するもの

（２） 違反広告物 法第７条第４項に規定するはり紙、はり札等、広告旗又は立看板等であって、

奈良県屋外広告物条例（昭和３５年奈良県条例第１７号。以下「県条例」という。）に違反して

路上等に表示され、又は設置されたもの

（３） 除却活動 法第７条第４項の規定に基づき、路上等における違反広告物を除去すること。

（推進団体の認定等）

第３条 市長は、次に掲げる基準を満たす団体を違反広告物除却活動推進団体（以下「推進団体」と

いう。）として認定し、除却活動を行う事務を委任することができる。

（１） 除却活動を適正かつ自主的に行うことができること。

（２） 市内に在住又は在勤する２０歳以上の者を団体の構成員としていること。

（３） 団体の構成員が３名以上であること。

２ 前項の規定により認定を受けようとする市民団体は、違反広告物除却活動推進団体認定申請書（様

式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添付して、市長に申請しなければならな

い。

（１） 構成員名簿（様式第２号）

（２） その他市長が必要と認める書類

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、当該申請者を推進団体とし

て認定したときは、違反広告物除却活動推進団体認定証（様式第３号）を交付するものとする。

４ 推進団体の認定期間は、２年以内とする。ただし、更新を妨げない。

５ 推進団体は、前項の規定により推進団体の認定期間を更新しようとするときは、認定期間満了の

３０日前までに第２項の申請書を市長に提出するものとする。この場合において、その内容に変更

がないときは、同項の書類の添付は、省略することができる。

（認定の変更又は取消し）

第４条 推進団体は、認定を受けた事項を変更しようとするときは、事前に違反広告物除却活動推進

団体認定変更届（様式第４号）により、市長に届け出なければならない。

２ 推進団体は、解散等により存在しなくなったときは、速やかに違反広告物除却活動推進団体廃止

届（様式第５号）により、市長に届け出なければならない。

３ 市長は、推進団体が次の各号のいずれかに該当するときは、推進団体の認定を取り消すことがで

きる。

（１） 推進団体から団体を解散する旨の申出があったとき。

（２） 推進団体としてふさわしくない行為があったとき。

（３） 第３条第１項各号に掲げる基準を満たさなくなったとき。

（４） 推進団体の認定期間が満了したにもかかわらず、更新の申請がなされなかったとき。

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が推進団体として不適当と認めたとき。

（推進員）

第５条 市長は、推進団体の構成員のうち適当と認める者を違反広告物除却推進員（以下「推進員」

という。）に委嘱し、違反広告物除却推進員委嘱証（様式第６号。以下「委嘱証」という。）を交付

する。

２ 推進員は、無報酬のボランティアとする。

３ 推進員の任期は、当該推進員の所属する推進団体の認定期間とする。

４ 市長は、推進員が次の各号のいずれかに該当するときは、委嘱を解くことができる。
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（１） 推進員から辞退の申出があったとき。

（２） 推進員の所属する推進団体から委嘱を解く旨の申出があったとき。

（３） 推進員としてふさわしくない行為があったとき。

５ 前条第２項の規定により推進団体が廃止されたとき又は同条第３項の規定により推進員が所属す

る推進団体の認定が取り消されたときは、推進員に対する委嘱は解かれたものとする。

６ 推進員は、任期が満了し、又は委嘱を解かれたことによりその身分を失ったときは、当該推進員

は、委嘱証を市長に返却しなければならない。

（推進団体の活動）

第６条 推進団体は、当該団体に所属する推進員に、除却活動をさせることができる。

２ 推進団体は、法、県条例及び同施行規則のほか、次に掲げる事項を遵守して除却活動を行わなけ

ればならない。

（１） 安全を確保するため２名以上で活動すること。

（２） 委嘱証を携帯すること。

（３） 除却活動中に事故等が発生したときは、速やかに市長に報告し、必要に応じて活動地域を

所轄する警察署に通報すること。

（４） 広告物が除却対象であるかどうかについて疑義が生じたときは、市長に連絡し、指示を受

けること。

３ 推進団体は、当該団体に所属する推進員が除却活動をしようとするときは、除却活動計画書（様

式第７号）を当該活動の１週間前までに市長に提出しなければならない。ただし、緊急を要する場

合は、この限りでない。

（除却した違反広告物の一時保管等）

第７条 推進団体は、除却した違反広告物（はり紙を除く。）を市長に引き継がなければならない。た

だし、速やかに当該違反広告物を引き継ぐことができない場合は、推進団体が所有又は管理する場

所にこれを一時保管することができる。

２ 推進団体は、除却活動終了後、速やかに除却活動報告書（様式第８号）を市長に提出しなければ

ならない。

（講習会）

第８条 市長は、推進員が除却活動に関し、必要な知識の習得が図れるように、次の各号に掲げる事

項について講習会を開催する。

（１） 法、県条例に関すること。

（２） 違反広告物に関すること。

（３） その他除却活動に関すること。

（推進団体の責務）

第９条 推進団体の代表者は、所属する推進員がこの告示に反して除却活動をすることのないように

監督しなければならない。

（補則）

第１０条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。

附 則

この告示は、平成２２年４月１日から施行する。

様式第１号（第３条関係）

違反広告物除却活動推進団体認定申請書（新規・更新）

年 月 日

大和高田市長 殿

代表者氏名

住所
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電話番号

下記の団体を違反広告物除却活動推進団体として認定願います。

記

団体名

注意事項

１ 違反広告物除却活動推進団体として認定されるためには、構成員３名以上の在籍が必要です。

２ 申請者には次の図面等を添付してください。ただし、更新の場合は不要です。

（１） 構成員名簿（様式第２号）

（２） 活動地域を示す図面

（３） 除却物件の一時保管場所を示す図面

様式第２号（第３条関係）

構成員名簿

団体名 構成員数 名

氏名
番号

生年月日
連絡先（自宅又は勤務･通学先）

委嘱証発行

確認欄※

住所
１

電話

住所
２

電話

住所
３

電話

住所
４

電話

住所
５

電話

住所
６

電話

住所
７

電話

住所
８

電話

住所
９

電話

住所
１０

電話

住所
１１

電話

住所
１２

電話

※委嘱証発行確認欄は、空白のまま提出してください。

様式第３号（第３条関係）

違反広告物除却活動推進団体認定証

年 月 日



平成２２年５月１０日（月） 大 和 高 田 市 公 報 第２５６号

70

様

大和高田市長 印

貴団体を違反広告物除却活動推進団体に認定します。

認定期間 年 月 日から 年 月 日まで

様式第４号（第４条関係）

違反広告物除却活動推進団体認定変更届

年 月 日

大和高田市長 殿

団体名

代表者氏名

住所

電話番号

年 月 日付で認定を受けた事項について、下記のとおり変更するので届け出ます。

記

変更内容

（当てはまる項目の番号を○印で囲んでください。

１．代表者の変更 ２．構成員の加入・脱退

３．その他（ ）

変更前

変更後

※活動地域及び除却物件の一時保管場所の変更については、変更後の図面を添付してください。

様式第５号（第４条関係）

違反広告物除却活動推進団体廃止届

年 月 日

大和高田市長 殿

団体名

代表者氏名

住所

電話番号

下記のとおり違反広告物除却活動推進団体の活動を廃止しましたので、届け出ます。

記

１ 廃止日 年 月 日

２ 廃止理由

様式第６号（第５条関係）

（表）

第 号

違反広告物除却推進員委嘱証

氏 名

生 年 月 日
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所属団体名

上記の者は、屋外広告物法第７条第４項の規定により違反広告物の除却を行う

ことを委嘱した者である。

年 月 日交付

大和高田市長 印

（裏）

《注意事項》

１ 除却活動をする際は、この委嘱証を携帯してください。

２ 関係人の請求があったときは、この委嘱証を提示してください。

３ 本証は、他人に貸与又は譲渡することはできません。

４ 本証を紛失、汚損又は破損したときは、直ちに届け出て、再発行を受けてくだ

さい。

５ 除却活動中に事故等が発生したときは、現場での処理は行わず下記へ連絡して

ください。

大和高田市 ○○部○○課

℡

様式第７号（第６条関係）

除却活動計画書

大和高田市長 殿

団体名

代表者氏名

連絡先

除却活動を下記のとおり実施します。

記

１ 実施日時
年 月 日（ ）

（午前・午後） 時 分 から（午前・午後） 時 分まで

２ 実施地域

３ 参加予定者数 合計 名

４ 除却した

違反広告物の

保管方法

５ 備 考

※ 除却活動に当たっては、広告物の表示内容により除却の是非を決するなど、恣意的な活動をしな

いよう留意すること。

※ 除却活動に当たっては、関係法令を遵守すること。

様式第８号（第７条関係）

除却活動報告書

年 月 日



平成２２年５月１０日（月） 大 和 高 田 市 公 報 第２５６号

72

大和高田市長 殿

団体名

代表者氏名

連絡先

年 月 日（ ）に実施した除却活動の実績について、次のとおり報告します。

１ 参加者数 名

２ はり紙

番号 主な広告主 数量 番号 主な広告主 数量

１ ６

２ ７

３ ８

４ ９

５ １０

３ はり札等、広告旗及び立看板等

数量
番号 主な広告主 設置場所

はり札等 広告旗 立看板等

１

２

３

４

５

６

７

８

９

告示第４６号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、平成２２年３月３１日付

けで専決処分した予算の要領は次のとおりです。

平成２２年３月３１日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１ 平成２１年度大和高田市一般会計補正予算（第６号）

２ 平成２１年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計補正予算（第２号）

３ 平成２２年度大和高田市下水道事業特別会計補正予算（第 4号）

４ 平成２２年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第５号）

平成２１年度大和高田市一般会計補正予算（第６号）専決処分

平成２１年度大和高田市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４２，２７０千円を減額し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ２３，６５９，９７１千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条 地方債は、「第２表 地方債補正」による。
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平成２１年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計補正予算（第２号）専決処分

平成２１年度大和高田市の国民健康保険天満診療所特別会計補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６，２００千円を増額し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ１３７，６６７千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。
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平成２１年度大和高田市下水道事業特別会計補正予算（第４号）専決処分

平成２１年度大和高田市の下水道事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１０，０００千円を減額し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ２，５７８，３４４千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条 地方債は、「第２表 地方債補正」による。
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平成２１年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第５号）専決処分

平成２１年度大和高田市の介護保険事業特別会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１４０，０００千円を減額し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ４，０２７，３６４千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。
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告示第６９号

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定に基づき、次の者を職権により消除した

ので、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令２９２号）第１２条第４項の規定により告示する。

なお、この処分に不服のある者は、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

大和高田市長に対し異議申立てをすることができると共に、当該異議申し立ての決定に不服があると

きは、その決定のあったことを知った日の翌日から起算して３０日以内に、奈良県知事に対し審査請

求をすることができる。

平成２２年４月６日

大和高田市長 吉 田 誠 克

記

１.職権消除日 平成２２年４月６日

２.職権消除される者 市役所前の掲示場に掲示済み。

告示第７０号

市道の区域の決定及び供用の開始に関する告示

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項及び第２項の規定に基づき、道路の区域を次

のとおり決定し、供用を開始する。

その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヶ月間一般の縦覧に供する。

平成２２年４月１６日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１．道路の種類 市道

２．路線名その他

路 線 名 区 間
幅員

（㍍）

延 長

（㍍）
備 考

高２５２号線
大字松塚７４４番３先から

大字池尻３７番２先まで
22.0 1014.0
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３．供用開始の期日 平成２２年４月１６日

告示第７１号

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。

平成２２年４月１６日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１．処分の根拠

移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため

２．処分対象自転車等の保管場所

大和高田市曽大根

大和高田市高架下自転車保管所

３．処分年月日

平成２２年４月３０日

４．処分対象自転車等の移動年月日

平成２２年１月１２日、同月１４日、同月１８日、同月２０日、同月２１日、同月２６日、同月

２８日

告示第７２号

供用の開始に関する告示

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を開始する。

その関係図面は、環境建設部土木管理課において告示の日から１ヶ月間一般の縦覧に供する。

平成２２年４月２０日

大和高田市長 吉 田 誠 克

路 線 名 供用開始の区間 供用開始の期日

瀬 １９号線
大和高田市大字池尻１７７番１先から

大和高田市大字池尻１７６番１先まで
平成２２年４月２０日

告示第７３号

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定に基づき、次の者を職権により消除した

ので、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令２９２号）第１２条第４項の規定により告示する。

なお、この処分に不服のある者は、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

大和高田市長に対し異議申立てをすることができると共に、当該異議申立ての決定に不服があるとき

は、その決定のあったことを知った日の翌日から起算して３０日以内に、奈良県知事に対し審査請求

をすることができる。

平成２２年４月２７日

大和高田市長 吉 田 誠 克

記

１．職権消除日 平成２２年４月２７日

２．職権消除される者 市役所前の掲示場に掲示済み。



平成２２年５月１０日（月） 大 和 高 田 市 公 報 第２５６号

81

告示第７４号

平成２２年５月１０日、次の事件を付議するため、大和高田市議会臨時会を本市議事堂に招集する。

平成２２年４月３０日

大和高田市長 吉 田 誠 克

告示第７５号

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条の規定により自転車

等放置禁止区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第

１項の規定により告示します。

平成２２年４月３０日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１．移動理由

自転車等放置禁止区域内に放置されていたため

２．移動年月日

平成２２年４月６日、同月７日、同月１３日、同月１５日、同月１９日、同月２１日、同月２７

日

３．移動対象区域

近鉄松塚駅・近鉄築山駅・近鉄大和高田駅・近鉄高田市駅・ＪＲ高田駅・近鉄浮孔駅周辺自転車

等放置禁止区域

４．保管場所

大和高田市曽大根

大和高田市高架下自転車保管所

５．引取期間

移動日から６０日間。ただし、祝日は除く。

６．引取時間

午前９時～正午・午後１時～午後５時

ただし、土曜日・日曜日は午前９時～正午

７．引取りのための必要事項

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証・保険証

等）をお持ちください。

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。

ア．移動費 ２，０００円

イ．保管費 １，０００円（ただし、移動日から１４日以内は無料）

８．連絡先

大和高田市役所 生活安全課 電話０７４５－２２－１１０１代表

公告第３６号

下記の業務について、条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号）第１６７条の６及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき、

次のとおり公告します。

平成２２年４月１２日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１．入札に付する事項

公 告
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（１） 業務名称 ＰＥＴボトル中間処理業務委託

（２） 業務内容 「仕様書」による。

（３） 契約期間 平成２２年契約締結日から平成２３年３月３１日まで

（４） 業務場所 「仕様書」による。

２．入札参加資格に関する事項

入札に参加する者の資格は、以下に掲げる要件のすべてに該当する者とする。

（１） 本件入札に係る仕様書の交付日、入札日及び落札決定日において、地方自治法施行令第１

６７条の４の規定に該当しない者で、本市において「物品購入等競争入札参加資格（役務の提供）」

の（その他）ペットボトルの処理の登録業者であること。

（２） 大和高田市内に処理施設を有する者、又は大和高田市と本処理業務において、履行実績を

有する者

処理施設とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第３条第１号ヘの「一般廃棄物の

積替」及び同条同号リの「一般廃棄物の保管」を行う場合に準じた施設、並びに容器包装リサイ

クル法に基づく分別基準を満足するように分別、選別及び圧縮等の中間処理を行える施設であり、

仕様書の１１に示す設備の完備できたものであることとする。

（３） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

に基づく更生手続開始又は民事再生手続開始の申立てがなされていない者

３．仕様書その他提出書類の取得

平成２２年４月１２日より市のホームページで取得可能です。また、大和高田市環境建設部契

約監理室でもお渡しできます。（郵送不可）

４．仕様書等に関する質問及び回答

（１） 仕様書等に関する質問

①質 問 先 大和高田市 環境建設部 契約監理室

②質問期間 平成２２年４月１２日（月）～４月２１日（水）の午前８時３０分から午後５時

００分までの受信分のみ

③質問方法 ＦＡＸのみ （０７４５）４９－００５３

（２） 質問に対する回答

①回 答 日 平成２２年４月２２日（木）

②回 答 方 法 ＦＡＸにて質問者に回答します。

５．入札参加資格審査申請書提出について

（１） 受付方法 持参のみ（申請書に受領印を押印し、その写しをお渡しします。）

（２） 提出場所 奈良県大和高田市大字大中１００番地の１

大和高田市庁舎（別棟） 契約監理室

（３） 提出期間 平成２２年４月１２日（月）から平成２２年４月１６日（金）の午後５時０

０分までとする。

６．入札参加資格審査結果通知日

申請書提出日を含み３日以内に郵送により通知します。（土曜日及び日曜日除きます。）

７．入札を執行する場所及び日時等

（１） 入札執行場所 奈良県大和高田市大字大中１００番地の１

大和高田市庁舎（別棟）２階会議室

（２） 入 札 日 時 平成２２年４月２６日（月）午前１０時００分

（３） 必 携 書 類 入札参加者は、一般競争入札参加資格決定通知書（又はその写し）を提

示しなければならない。

８．送付等による入札の可否

郵送、電信その他持参以外のものは認めない。
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９．最低制限価格

この入札においては、最低制限価格は設定しません。

１０．入札保証金に関する事項及び契約保証金に関する事項

（１） 入札保証金 免除とする。

（２） 契約保証金 免除とする。

１１．無効入札に関する事項

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（１） 入札に参加する資格のない者のした入札

（２） 郵送等による入札

（３） 入札書に入札者の記名押印を欠く入札

（４） 入札書記載の金額、氏名、押印その他の入札要件の記載内容が確認できない入札

（５） 同一入札について入札者又はその代理人によりなされた２以上の入札のすべて

（６） 入札に関し談合等の不正行為をした入札

（７） 入札に際して公正な入札の執行を害する行為をなした者の入札

（８） 入札書記載の金額を加除訂正した入札

１２．落札者の決定

（１） 落札者の決定は、本市の予定価格以内で最低の価格（入札書記載の金額）をもって入札し

た業者を落札者とします。

（２） 落札者となるべき価格の入札者が２人以上ある場合は、くじにより決定します。

（３） 全入札書の中で最低の価格が予定価格を超過した場合は、その場で直ちに１回に限り「再

入札」を行い、予定価格以内で最低の価格をもって入札した業者を落札者とします。

１３．開札結果

落札者が決定後、大和高田市ホームページにて公表する。

１４．その他必要な事項

（１） 詳細は、仕様書による。

（２） 入札に参加する者は、消費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、

見積もった契約金額(消費税等を含む額)の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載す

ること。(１円未満の端数があるときは、切り捨てるものとする。)落札者決定にあたっては、入

札書に記載された金額に当該金額の５％に相当する額〔消費税等〕を加算した金額をもって落札

価格とする。

（３） 落札者となった者は、落札決定後速やかに消費税等の課税事業者であるか免税事業者であ

るかを申し出ること。

（４） この公告に定めるもののほか、入札及び契約に関し必要な事項については、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令及び大和高田市契約規則によるものとする。

（５） 入札において、事故が起きたときや不正な行為があると認めたときは、入札を中止し、又

は延期する場合がある。

１５．この入札公告に関する担当部署

大和高田市環境建設部契約監理室

住 所 奈良県大和高田市大字大中大字１００番地の１

ＴＥＬ ０７４５－２２－１１０１ 内線 ６７０・６２７（担当 永井、杉本）

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３

公告第３７号

農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。
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なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供します。

平成２２年４月１６日

大和高田市長 吉 田 誠 克

公告第３８号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項の規定において準用する同法第１９条第

１項の規定により、都市計画を変更したいので、同法第２１条第２項の規定において準用する同法第

１７条第１項の規定により、次のとおり公告し、当該都市計画の案を次のとおり縦覧に供します。

平成２２年４月２８日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１ 変更に係る都市計画の種類

大和都市計画生産緑地地区

２ 変更に係る都市計画を定める土地の区域

大和都市計画(大和高田市)市街化区域内

３ 都市計画の案の縦覧場所

大和高田市環境建設部都市計画課

４ 縦覧期間

平成２２年４月２８日から平成２２年５月１２日までの午前８時３０分から午後５時まで。た

だし、土曜・日曜日は除く。

５ 意見書の提出要領

この都市計画の案について意見書を提出しようとする者は、本案についての意見の要旨および

その理由を具体的に記載し、住所、氏名および職業を併記した文書１通を市長宛とし、大和高田

市環境建設部都市計画課に平成２２年５月１２日までに必着するよう提出すること。

公告第３９号

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。

平成２２年４月３０日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１ 業務名 学校施設耐震改修設計業務｛耐震補強計画・耐震実施設計｝（片塩中学校棟Ｎｏ．１

７・２７）

２ 業務場所 大和高田市中三倉堂二丁目地内

３ 業務期間 契約締結の日から平成２３年３月３１日（木）まで

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり

５ 入札参加

資格要件

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿の建築設計業務に登録されて

いる者であること。

（２）奈良県内に本店を有する者であること。

（３）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の規定に基づく

一級建築士事務所の登録を行っていること。

（４）管理技術者及び記載を求める主任担当技術者は、それぞれ１名であること。

ただし、管理技術者に建築の構造分野の技術がある場合は、当該管理技術者が主

任担当技術者を兼任することを認めます。

（５）管理技術者は一級建築士とし、建築の総合分野の業務を担当すること。
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（６）主任担当技術者は管理技術者の下で当該業務を実施する技術者とし、建築の

構造分野の業務を担当すること。

（７）管理技術者及び主任担当技術者は、申請者の組織に所属していること。ただ

し、構造計算等を協力業者に依頼する場合は、主任担当技術者は協力業者の所属

でも可能とします。

（８）管理技術者又は主任担当技術者は、「改修版既存鉄筋コンクリート造建築物の

耐震診断基準・同解説（２００１年版）」の講習会を受講していること。

（９）市外業者においては、所属する管理技術者及び主任担当技術者が平成１２年

４月１日以降に下記の同種又は類似業務に携わった実績があること。

庁舎、事務所、学校、研究所、美術館、博物館、共同住宅、公会堂施設の耐

震診断又は耐震改修に係る設計業務（業務委託契約金額が５百万円以上のもの

に限る。）

（１０）過去２年間の年間平均実績高（直近の大和高田市建設工事等入札参加資格

審査申請書に記載の建築関係建設コンサルタント業務）が、市外業者にあっては

１千万円以上であること。

（１１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

（１２）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。

（１３）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１

５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。

６ 競争入札

参加資格の

申請

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び資料を提出し、競争入札参加資

格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することが

できません。

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。

（２）申請書には「改修版既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説

（２００１年版）」の講習会受講証明書の写しを添付してください。

（３）市外業者においては、５（９）の要件を満たすことを証するための実績書（業

務名、契約相手方名、契約金額及び履行期間を明記すること）及び当該契約書の

写しを添付してください。

（４）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。

（５）受付期間 平成２２年４月３０日（金）から平成２２年５月１１日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。

（６）受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

（７）受付場所 大和高田市大中１００番地の１

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣）

７ 競争入札

参加資格の

確認通知

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。

（１）郵送日 平成２２年５月１２日（水）

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。貸出期間は半日とします。

（１）閲覧等の期間 平成２２年４月３０日（金）から平成２２年５月１４日

（金）まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。
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（２）閲覧等の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

（３）閲覧等の場所 大和高田市大中１００番地の１

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣）

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。

（１）受付期間 平成２２年５月１７日（月）から平成２２年５月１８日（火）

まで

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで

（３）送信先 大和高田市役所 環境建設部 契約監理室

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３

（４）回答期限 平成２２年５月２０日（木）午後５時まで

１０ 入札書

の提出方

法

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。

（１）期限 平成２２年５月２６日（水）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。

（２）郵送先 〒６３５－８７９９

大和高田市神楽２－７－４６ 郵便事業株式会社大和高田支店

留

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。

１１ 入札書

への記載

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。

１２ 入札保

証金

免除します。

１３ 開札の

日時等

入札書の開札は、次のとおり行います。

（１）日時 平成２２年５月２７日（木）午前１０時００分から

（２）場所 大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室

（３）開札結果等の公表

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。

１４ 入札の

無効
無効の入札については、次のとおりとします。

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格のないもののした入札

１５ 落札者

の決定

落札者は、この公告に示した業務を履行できると大和高田市長が判断した入札者

であって、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者と

します。

１６ 契約保

証金

大和高田市契約規則第３０条によるものとします。

１７ 最低制

限価格

設定しません。

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。

（３）入札者が１者となった場合であっても、開札は執行します。

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。
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公告第４０号

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。

平成２２年４月３０日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１ 業務名 学校施設耐震改修設計業務｛耐震補強計画・耐震実施設計｝（浮孔小学校屋内体育館

棟Ｎｏ．１１）

２ 業務場所 大和高田市中三倉堂二丁目地内

３ 業務期間 契約締結の日から平成２３年３月３１日（木）まで

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり

５ 入札参加

資格要件

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿の建築設計業務に登録されて

いる者であること。

（２）奈良県内に本店を有する者であること。

（３）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の規定に基づく

一級建築士事務所の登録を行っていること。

（４）管理技術者及び記載を求める主任担当技術者は、それぞれ１名であること。

ただし、管理技術者に建築の構造分野の技術がある場合は、当該管理技術者が主

任担当技術者を兼任することを認めます。

（５）管理技術者は一級建築士とし、建築の総合分野の業務を担当すること。

（６）主任担当技術者は管理技術者の下で当該業務を実施する技術者とし、建築の

構造分野の業務を担当すること。

（７）管理技術者及び主任担当技術者は、申請者の組織に所属していること。ただ

し、構造計算等を協力業者に依頼する場合は、主任担当技術者は協力業者の所属

でも可能とします。

（８）管理技術者又は主任担当技術者は、「改修版既存鉄筋コンクリート造建築物の

耐震診断基準・同解説（２００１年版）」の講習会を受講していること。

（９）市外業者においては、所属する管理技術者及び主任担当技術者が平成１２年

４月１日以降に下記の同種又は類似業務に携わった実績があること。

庁舎、事務所、学校、研究所、美術館、博物館、共同住宅、公会堂施設の耐

震診断又は耐震改修に係る設計業務（業務委託契約金額が５百万円以上のもの

に限る。）

（１０）過去２年間の年間平均実績高（直近の大和高田市建設工事等入札参加資格

審査申請書に記載の建築関係建設コンサルタント業務）が、市外業者にあっては

１千万円以上であること。

（１１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

（１２）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。

（１３）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１

５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。

６ 競争入札

参加資格の

申請

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び資料を提出し、競争入札参加資

格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することが

できません。

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。
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（２）申請書には「改修版既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説

（２００１年版）」の講習会受講証明書の写しを添付してください。

（３）市外業者においては、５（９）の要件を満たすことを証するための実績書（業

務名、契約相手方名、契約金額及び履行期間を明記すること）及び当該契約書の

写しを添付してください。

（４）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。

（５）受付期間 平成２２年４月３０日（金）から平成２２年５月１１日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。

（６）受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

（７）受付場所 大和高田市大中１００番地の１

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣）

７ 競争入札

参加資格の

確認通知

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。

（１）郵送日 平成２２年５月１２日（水）

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。貸出期間は半日とします。

（１）閲覧等の期間 平成２２年４月３０日（金）から平成２２年５月１４日

（金）まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。

（２）閲覧等の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

（３）閲覧等の場所 大和高田市大中１００番地の１

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣）

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。

（１）受付期間 平成２２年５月１７日（月）から平成２２年５月１８日（火）

ま で

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで

（３）送信先 大和高田市役所 環境建設部 契約監理室

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３

（４）回答期限 平成２２年５月２０日（木）午後５時まで

１０ 入札書

の提出方

法

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。

（１）期限 平成２２年５月２６日（水）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。

（２）郵送先 〒６３５－８７９９

大和高田市神楽２－７－４６ 郵便事業株式会社大和高田支店

留

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。

１１ 入札書

への記載

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。

１２ 入札保

証金

免除します。

１３ 開札の

日時等

入札書の開札は、次のとおり行います。

（１）日時 平成２２年５月２７日（木）午前１０時１０分から

（２）場所 大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室

（３）開札結果等の公表
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開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。

１４ 入札の

無効
無効の入札については、次のとおりとします。

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格のないもののした入札

１５ 落札者

の決定

落札者は、この公告に示した業務を履行できると大和高田市長が判断した入札者

であって、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者と

します。

１６ 契約保

証金

大和高田市契約規則第３０条によるものとします。

１７ 最低制

限価格

設定しません。

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。

（３）入札者が１者となった場合であっても、開札は執行します。

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。

公告第４１号

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。

平成２２年４月３０日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１ 業務名 学校施設耐震改修設計業務｛耐震補強計画・耐震実施設計｝（片塩小学校屋内体育館

棟Ｎｏ．１３）

２ 業務場所 大和高田市旭北町地内

３ 業務期間 契約締結の日から平成２３年３月３１日（木）まで

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり

５ 入札参加

資格要件

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿の建築設計業務に登録されて

いる者であること。

（２）奈良県内に本店を有する者であること。

（３）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の規定に基づく

一級建築士事務所の登録を行っていること。

（４）管理技術者及び記載を求める主任担当技術者は、それぞれ１名であること。

ただし、管理技術者に建築の構造分野の技術がある場合は、当該管理技術者が主

任担当技術者を兼任することを認めます。

（５）管理技術者は一級建築士とし、建築の総合分野の業務を担当すること。

（６）主任担当技術者は管理技術者の下で当該業務を実施する技術者とし、建築の

構造分野の業務を担当すること。

（７）管理技術者及び主任担当技術者は、申請者の組織に所属していること。ただ

し、構造計算等を協力業者に依頼する場合は、主任担当技術者は協力業者の所属
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でも可能とします。

（８）管理技術者又は主任担当技術者は、「屋内体育館等の耐震性能診断基準」の講

習会を受講していること。

（９）市外業者においては、所属する管理技術者及び主任担当技術者が平成１２年

４月１日以降に下記の同種又は類似業務に携わった実績があること。

庁舎、事務所、学校、研究所、美術館、博物館、共同住宅、公会堂施設の耐

震診断又は耐震改修に係る設計業務（業務委託契約金額が５百万円以上のもの

に限る。）

（１０）過去２年間の年間平均実績高（直近の大和高田市建設工事等入札参加資格

審査申請書に記載の建築関係建設コンサルタント業務）が、市外業者にあっては

１千万円以上であること。

（１１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

（１２）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。

（１３）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１

５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。

６ 競争入札

参加資格の

申請

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び資料を提出し、競争入札参加資

格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することが

できません。

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。

（２）申請書には「屋内体育館等の耐震性能診断基準」の講習会受講証明書の写し

を添付してください。

（３）市外業者においては、５（９）の要件を満たすことを証するための実績書（業

務名、契約相手方名、契約金額及び履行期間を明記すること）及び当該契約書の

写しを添付してください。

（４）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。

（５）受付期間 平成２２年４月３０日（金）から平成２２年５月１１日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。

（６）受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

（７）受付場所 大和高田市大中１００番地の１

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣）

７ 競争入札

参加資格の

確認通知

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。

（１）郵送日 平成２２年５月１２日（水）

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。貸出期間は半日とします。

（１）閲覧等の期間 平成２２年４月３０日（金）から平成２２年５月１４日

（金）まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。

（２）閲覧等の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

（３）閲覧等の場所 大和高田市大中１００番地の１

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣）
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９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。

（１）受付期間 平成２２年５月１７日（月）から平成２２年５月１８日（火）

ま で

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで

（３）送信先 大和高田市役所 環境建設部 契約監理室

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３

（４）回答期限 平成２２年５月２０日（木）午後５時まで

１０ 入札書

の提出方

法

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。

（１）期限 平成２２年５月２６日（水）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。

（２）郵送先 〒６３５－８７９９

大和高田市神楽２－７－４６ 郵便事業株式会社大和高田支店

留

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。

１１ 入札書

への記載

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。

１２ 入札保

証金

免除します。

１３ 開札の

日時等

入札書の開札は、次のとおり行います。

（１）日時 平成２２年５月２７日（木）午前１０時２０分から

（２）場所 大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室

（３）開札結果等の公表

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。

１４ 入札の

無効
無効の入札については、次のとおりとします。

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格のないもののした入札

１５ 落札者

の決定

落札者は、この公告に示した業務を履行できると大和高田市長が判断した入札者

であって、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者と

します。

１６ 契約保

証金

大和高田市契約規則第３０条によるものとします。

１７ 最低制

限価格

設定しません。

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。

（３）入札者が１者となった場合であっても、開札は執行します。

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。

公告第４２号

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）
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第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。

平成２２年４月３０日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１ 業務名 学校施設耐震改修設計業務｛耐震補強計画・耐震実施設計｝（菅原小学校屋内体育館

棟Ｎｏ．１８・浮孔西小学校屋内体育館棟Ｎｏ．２）

２ 業務場所 大和高田市大字根成柿・曽大根一丁目地内

３ 業務期間 契約締結の日から平成２３年３月３１日（木）まで

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり

５ 入札参加

資格要件

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿の建築設計業務に登録されて

いる者であること。

（２）奈良県内に本店を有する者であること。

（３）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の規定に基づく

一級建築士事務所の登録を行っていること。

（４）管理技術者及び記載を求める主任担当技術者は、それぞれ１名であること。

ただし、管理技術者に建築の構造分野の技術がある場合は、当該管理技術者が主

任担当技術者を兼任することを認めます。

（５）管理技術者は一級建築士とし、建築の総合分野の業務を担当すること。

（６）主任担当技術者は管理技術者の下で当該業務を実施する技術者とし、建築の

構造分野の業務を担当すること。

（７）管理技術者及び主任担当技術者は、申請者の組織に所属していること。ただ

し、構造計算等を協力業者に依頼する場合は、主任担当技術者は協力業者の所属

でも可能とします。

（８）管理技術者又は主任担当技術者は、「改修版既存鉄筋コンクリート造建築物の

耐震診断基準・同解説（２００１年版）」の講習会を受講していること。

（９）市外業者においては、所属する管理技術者及び主任担当技術者が平成１２年

４月１日以降に下記の同種又は類似業務に携わった実績があること。

庁舎、事務所、学校、研究所、美術館、博物館、共同住宅、公会堂施設の耐

震診断又は耐震改修に係る設計業務（業務委託契約金額が５百万円以上のもの

に限る。）

（１０）過去２年間の年間平均実績高（直近の大和高田市建設工事等入札参加資格

審査申請書に記載の建築関係建設コンサルタント業務）が、市外業者にあっては

１千万円以上であること。

（１１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

（１２）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。

（１３）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１

５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。

６ 競争入札

参加資格の

申請

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び資料を提出し、競争入札参加資

格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することが

できません。

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。

（２）申請書には「改修版既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説

（２００１年版）」の講習会受講証明書の写しを添付してください。

（３）市外業者においては、５（９）の要件を満たすことを証するための実績書（業
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務名、契約相手方名、契約金額及び履行期間を明記すること）及び当該契約書の

写しを添付してください。

（４）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。

（５）受付期間 平成２２年４月３０日（金）から平成２２年５月１１日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。

（６）受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

（７）受付場所 大和高田市大中１００番地の１

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣）

７ 競争入札

参加資格の

確認通知

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。

（１）郵送日 平成２２年５月１２日（水）

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。貸出期間は半日とします。

（１）閲覧等の期間 平成２２年４月３０日（金）から平成２２年５月１４日

（金）まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。

（２）閲覧等の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

（３）閲覧等の場所 大和高田市大中１００番地の１

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣）

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。

（１）受付期間 平成２２年５月１７日（月）から平成２２年５月１８日（火）

まで

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで

（３）送信先 大和高田市役所 環境建設部 契約監理室

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３

（４）回答期限 平成２２年５月２０日（木）午後５時まで

１０ 入札書

の提出方

法

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。

（１）期限 平成２２年５月２６日（水）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。

（２）郵送先 〒６３５－８７９９

大和高田市神楽２－７－４６ 郵便事業株式会社大和高田支店

留

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。

１１ 入札書

への記載

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。

１２ 入札保

証金

免除します。

１３ 開札の

日時等

入札書の開札は、次のとおり行います。

（１）日時 平成２２年５月２７日（木）午前１０時３０分から

（２）場所 大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室

（３）開札結果等の公表

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。

１４ 入札の 無効の入札については、次のとおりとします。
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無効 （１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格のないもののした入札

１５ 落札者

の決定

落札者は、この公告に示した業務を履行できると大和高田市長が判断した入札者

であって、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者と

します。

１６ 契約保

証金

大和高田市契約規則第３０条によるものとします。

１７ 最低制

限価格

設定しません。

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。

（３）入札者が１者となった場合であっても、開札は執行します。

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。

公告第４３号

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。

平成２２年４月３０日

大和高田市長 吉 田 誠 克

１ 業務名 学校施設耐震改修設計業務｛耐震補強計画・耐震実施設計｝（磐園小学校屋内体育館

棟Ｎｏ．１２・陵西小学校屋内体育館棟Ｎｏ．１８）

２ 業務場所 大和高田市大字有井・大字池田地内

３ 業務期間 契約締結の日から平成２３年３月３１日（木）まで

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり

５ 入札参加

資格要件

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿の建築設計業務に登録されて

いる者であること。

（２）奈良県内に本店を有する者であること。

（３）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の規定に基づく

一級建築士事務所の登録を行っていること。

（４）管理技術者及び記載を求める主任担当技術者は、それぞれ１名であること。

ただし、管理技術者に建築の構造分野の技術がある場合は、当該管理技術者が主

任担当技術者を兼任することを認めます。

（５）管理技術者は一級建築士とし、建築の総合分野の業務を担当すること。

（６）主任担当技術者は管理技術者の下で当該業務を実施する技術者とし、建築の

構造分野の業務を担当すること。

（７）管理技術者及び主任担当技術者は、申請者の組織に所属していること。ただ

し、構造計算等を協力業者に依頼する場合は、主任担当技術者は協力業者の所属

でも可能とします。

（８）管理技術者又は主任担当技術者は、「改修版既存鉄筋コンクリート造建築物の

耐震診断基準・同解説（２００１年版）」の講習会を受講していること。
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（９）市外業者においては、所属する管理技術者及び主任担当技術者が平成１２年

４月１日以降に下記の同種又は類似業務に携わった実績があること。

庁舎、事務所、学校、研究所、美術館、博物館、共同住宅、公会堂施設の耐

震診断又は耐震改修に係る設計業務（業務委託契約金額が５百万円以上のもの

に限る。）

（１０）過去２年間の年間平均実績高（直近の大和高田市建設工事等入札参加資格

審査申請書に記載の建築関係建設コンサルタント業務）が、市外業者にあっては

１千万円以上であること。

（１１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

（１２）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。

（１３）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１

５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。

６ 競争入札

参加資格の

申請

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び資料を提出し、競争入札参加資

格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することが

できません。

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。

（２）申請書には「改修版既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・同解説

（２００１年版）」の講習会受講証明書の写しを添付してください。

（３）市外業者においては、５（９）の要件を満たすことを証するための実績書（業

務名、契約相手方名、契約金額及び履行期間を明記すること）及び当該契約書の

写しを添付してください。

（４）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。

（５）受付期間 平成２２年４月３０日（金）から平成２２年５月１１日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。

（６）受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

（７）受付場所 大和高田市大中１００番地の１

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣）

７ 競争入札

参加資格の

確認通知

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。

（１）郵送日 平成２２年５月１２日（水）

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。貸出期間は半日とします。

（１）閲覧等の期間 平成２２年４月３０日（金）から平成２２年５月１４日

（金）まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。

（２）閲覧等の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

（３）閲覧等の場所 大和高田市大中１００番地の１

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣）

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。

（１）受付期間 平成２２年５月１７日（月）から平成２２年５月１８日（火）

まで
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（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで

（３）送信先 大和高田市役所 環境建設部 契約監理室

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３

（４）回答期限 平成２２年５月２０日（木）午後５時まで

１０ 入札書

の提出方法

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。

（１）期限 平成２２年５月２６日（水）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。

（２）郵送先 〒６３５－８７９９

大和高田市神楽２－７－４６ 郵便事業株式会社大和高田支店

留

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。

１１ 入札書

への記載

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。

１２ 入札保

証金

免除します。

１３ 開札の

日時等

入札書の開札は、次のとおり行います。

（１）日時 平成２２年５月２７日（木）午前１０時４０分から

（２）場所 大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室

（３）開札結果等の公表

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。

１４ 入札の

無効
無効の入札については、次のとおりとします。

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格のないもののした入札

１５ 落札者

の決定

落札者は、この公告に示した業務を履行できると大和高田市長が判断した入札者

であって、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者と

します。

１６ 契約保

証金

大和高田市契約規則第３０条によるものとします。

１７ 最低制

限価格

設定しません。

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。

（３）入札者が１者となった場合であっても、開札は執行します。

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。

公告第４４号

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。

平成２２年４月３０日
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大和高田市長 吉 田 誠 克

１ 業務名 保育所施設耐震改修工事設計業務｛耐震補強計画・耐震実施設計｝（天満・みどり・

浮孔・磐園保育所）

２ 業務場所 大和高田市吉井外３地内

３ 業務期間 契約締結の日から平成２３年３月３１日（木）まで

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり

５ 入札参加

資格要件

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たしてい

るものとします。

（１）大和高田市建設工事等競争入札参加資格者名簿の建築設計業務に登録されて

いる者であること。

（２）奈良県内に本店を有する者であること。

（３）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の規定に基づく

一級建築士事務所の登録を行っていること。

（４）管理技術者及び記載を求める主任担当技術者は、それぞれ１名であること。

ただし、管理技術者に建築の構造分野の技術がある場合は、当該管理技術者が主

任担当技術者を兼任することを認めます。

（５）管理技術者は一級建築士とし、建築の総合分野の業務を担当すること。

（６）主任担当技術者は管理技術者の下で当該業務を実施する技術者とし、建築の

構造分野の業務を担当すること。

（７）管理技術者及び主任担当技術者は、申請者の組織に所属していること。ただ

し、構造計算等を協力業者に依頼する場合は、主任担当技術者は協力業者の所属

でも可能とします。

（８）管理技術者又は主任担当技術者は、「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築

物の耐震診断及び耐震改修指針・同解説」の講習会を受講していること。

（９）市外業者においては、所属する管理技術者及び主任担当技術者が平成１２年

４月１日以降に下記の同種又は類似業務に携わった実績があること。

庁舎、事務所、学校、研究所、美術館、博物館、共同住宅、公会堂施設の耐

震診断又は耐震改修に係る設計業務（業務委託契約金額が５百万円以上のもの

に限る。）

（１０）過去２年間の年間平均実績高（直近の大和高田市建設工事等入札参加資格

審査申請書に記載の建築関係建設コンサルタント業務）が、市外業者にあっては

１千万円以上であること。

（１１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。

（１２）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づ

く資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。

（１３）大和高田市が締結する契約からの暴力団関係業者の排除措置要綱（平成１

５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当する者でないこと。

６ 競争入札

参加資格の

申請

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び資料を提出し、競争入札参加資

格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出し

ない者又は競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することが

できません。

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監

理室にも備え付けています。

（２）申請書には「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断及び耐震

改修指針・同解説」の講習会受講証明書の写しを添付してください。

（３）市外業者においては、５（９）の要件を満たすことを証するための実績書（業

務名、契約相手方名、契約金額及び履行期間を明記すること）及び当該契約書の

写しを添付してください。

（４）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付
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けません。

（５）受付期間 平成２２年４月３０日（金）から平成２２年５月１１日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。

（６）受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

（７）受付場所 大和高田市大中１００番地の１

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣）

７ 競争入札

参加資格の

確認通知

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。

（１）郵送日 平成２２年５月１２日（水）

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

及び入札通知書を送付する。

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。貸出期間は半日とします。

（１）閲覧等の期間 平成２２年４月３０日（金）から平成２２年５月１４日

（金）まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。

（２）閲覧等の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで

（３）閲覧等の場所 大和高田市大中１００番地の１

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室（本庁舎南隣）

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。

（１）受付期間 平成２２年５月１７日（月）から平成２２年５月１８日（火）

ま で

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで

（３）送信先 大和高田市役所 環境建設部 契約監理室

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３

（４）回答期限 平成２２年５月２０日（木）午後５時まで

１０ 入札書

の提出方

法

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。

（１）期限 平成２２年５月２６日（水）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。

（２）郵送先 〒６３５－８７９９

大和高田市神楽２－７－４６ 郵便事業株式会社大和高田支店

留

大和高田市役所 環境建設部 契約監理室

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵

便によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。

１１ 入札書

への記載

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を記載してください。

１２ 入札保

証金

免除します。

１３ 開札の

日時等

入札書の開札は、次のとおり行います。

（１）日時 平成２２年５月２７日（木）午前１０時５０分から

（２）場所 大和高田市役所 別棟（本庁舎南隣）２階会議室

（３）開札結果等の公表

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。

１４ 入札の

無効
無効の入札については、次のとおりとします。

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。
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（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格のないもののした入札

１５ 落札者

の決定

落札者は、この公告に示した業務を履行できると大和高田市長が判断した入札者

であって、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者と

します。

１６ 契約保

証金

大和高田市契約規則第３０条によるものとします。

１７ 最低制

限価格

設定しません。

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。

（３）入札者が１者となった場合であっても、開札は執行します。

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。

教育委員会規程第１号

大和高田市教育委員会事務専決規程の一部を改正する規程を別紙のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市教育委員会

委員長 松 村 宗 昭

大和高田市教育委員会事務専決規程の一部を改正する規程

大和高田市教育委員会事務専決規程（平成９年規程第１号）の一部を次のように改正する。

別表第１中「出張命令」を「旅行命令」に改める。

附 則

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。

教育委員会告示第１０号

大和高田市教育委員会４月定例委員会を下記のとおり招集する。

平成２２年４月８日

大和高田市教育委員会

委員長 松 村 宗 昭

記

日 時 平成２２年４月１３日（水）午後４時３０分

場 所 さざんかホール ４階 会議室

議 案 第１号 平成２２・２３年度体育指導員委嘱について

第２号 後援願いについて

第３号 その他

教育委員会告示第１１号

大和高田市教育委員会５月定例委員会を下記のとおり招集する。

平成２２年４月３０日

大和高田市教育委員会

教育委員会
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委員長 松 村 宗 昭

記

日 時 平成２２年５月７日（金）午後２時００分

場 所 中央公民館 ２階 会議室

議 案 第１号 後援願いについて

第２号 その他

選挙管理委員会告示第９号

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。

平成２２年４月１６日

大和高田市選挙管理委員会

委員長 西 清 一

１ 日 時 平成２２年４月２３日（金）午前１１時００分

２ 場 所 大和高田市大字大中１００番地の１

大和高田市役所 ３階 東会議室

３ 議 案 第１号 公職選挙法第２８条第１項、第２号及び第３号の規定による抹消について

第２号 その他

農業委員会告示第５号

大和高田市農業委員会５月定例委員会を次のとおり招集する。

平成２２年４月２７日

大和高田市農業委員会

会長 水 井 豊

日 時 平成２２年５月１１日（火）午後３時００分

場 所 大和高田市役所 ３階 東会議室

議 案 第１号 農地法第３条第１項について申請の件（委員会許可）

第２号 農地法第５条規定による申請の件

第３号 農地法第１８条第６項について通知の件

第４号 その他

企業管理規程第１号

大和高田市水道事業事務分掌規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市水道事業管理者

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市水道事業事務分掌規程の一部を改正する規程

大和高田市水道事業事務分掌規程（昭和４２年企業管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

第２条第１号中「総務係」の次に「、料金係、検針係」を加え、同条第２号を削り、同条第３号を

同条第２号とする。

選挙管理委員会

農業委員会

公営企業
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第３条総務係の項に次の１号を加える。

（１３） 課内の他の係の補助に関すること。

第３条総務係の項の次に次の２項を加える。

料金係

（１） 水道料金及び下水道使用料（以下「水道料金等」という。）の調定に関すること。

（２） 水道料金等の統計に関すること。

（３） 水道料金等の減免に関すること。

（４） 水道料金等の徴収に関すること。

（５） 水道料金等の督促に関すること。

（６） 水道料金等の過誤納の整理に関すること。

（７） 水道料金等の滞納処分に関すること。

（８） 水道料金等の不納欠損処分に関すること。

（９） 水道料金等の徴収の委託に関すること。

（１０） 水道料金等の催告に関すること。

（１１） 課内の他の係の補助に関すること。

検針係

（１） 使用水量の点検及び調定に関すること。

（２） 量水器台帳の整備に関すること。

（３） 開栓、閉栓、名義変更及びこれに伴う水道料金等の精算に関すること。

（４） 量水器の取替え、点検及び検査に関すること。

（５） 課内の他の係の補助に関すること。

第３条の２を削る。

附 則

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。

企業管理規程第２号

大和高田市水道事業決裁規程の一部を改正する規程を次のように定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市水道事業管理者

大和高田市長 吉 田 誠 克

大和高田市水道事業決裁規程の一部を改正する規程

大和高田市水道事業決裁規程（平成９年企業管理規程第２号）の一部を次のように改正する。

第８条の２を削る。

第１０条（見出しを含む。）中「水道営業課長」を「水道総務課参事」に改める。

附 則

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。

企業管理規程第３号

企業職員の旅費に関する規程及び大和高田市水道事業会計規程の一部を改正する規程を次のように

定める。

平成２２年３月３１日

大和高田市水道事業管理者

大和高田市長 吉 田 誠 克

企業職員の旅費に関する規程及び大和高田市水道事業会計規程の一部を改正する規程

（企業職員の旅費に関する規程の一部改正）
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第１条 企業職員の旅費に関する規程（昭和４２年企業管理規程第３号）の一部を次のように改正す

る。

第１条及び第２条中「出張」を「旅行」に改める。

（大和高田市水道事業会計規程の一部改正）

第２条 大和高田市水道事業会計規程（昭和４２年企業管理規程第７号）の一部を次のように改正す

る。

別表中「出張命令簿」を「旅行命令簿」に改める。

附 則

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。

水道事業告示第３号

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２の規定に基づき、水道料金等の収納事

務を次のとおり委託したので、地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第２６条の４第

１項の規定により告示します。

平成２２年４月１日

大和高田市水道事業管理者

大和高田市長 吉 田 誠 克

１．受託者の氏名

・清水岩男

・中村京子

・岡本智恵子

・鞍田トヨ子

２．委託期間

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで


